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札幌市議会第一部決算特別委員会記録（第８号） 

令和６年（2024年）10月28日（月曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 33名 

    委 員 長  村  松  叶  啓       副 委 員 長  たけのうち  有  美 

    委   員  三  上  洋  右       委   員  勝  木  勇  人 

    委   員  五十嵐  徳  美       委   員  長  内  直  也 

    委   員  佐々木  みつこ       委   員  こじま  ゆ  み 

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  村  山  拓  司 

    委   員  三  神  英  彦       委   員  山  田  洋  聡 

    委   員  和  田  勝  也       委   員  小  野  正  美 

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  しのだ  江里子 

    委   員  林     清  治       委   員  松  原  淳  二 

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  おんむら  健太郎 

    委   員  定  森    光       委   員  國  安  政  典 

    委   員  前  川  隆  史       委   員  丸  山  秀  樹 

    委   員  竹  内  孝  代       委   員  熊  谷  誠  一 

    委   員  太  田  秀  子       委   員  佐  藤    綾 

    委   員  吉  岡  弘  子       委   員  坂  元  みちたか 

    委   員  波  田  大  専       委   員  成  田  祐  樹 

    委   員  米  倉  みな子 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●村松叶啓委員長  ただいまから、第一部決算

特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、三上洋右委員からは遅

参する旨、中川委員からは藤田委員と、わたなべ

委員からは丸山委員と、池田委員からは佐藤委員

と交代する旨、それぞれ届出がありました。 

 それでは、議事に入ります。 

 第８款 教育費 第１項 教育委員会費から第

９項 学校整備費まで及び第11款 職員費 第１

項 職員費中関係分について、一括して質疑を行

います。 

●熊谷誠一委員  私からは、仮想空間、いわゆ

るメタバースを活用した不登校支援について、い

じめの早期発見、未然防止に係る１人１台端末の

活用について、そして、人間尊重の教育における

自治的な活動の推進について、順次、質問させて

いただきます。 

 我が会派では、本市における不登校支援の一層

の充実が必要であるとの考えの下、これまで機会

を捉えて質疑を繰り返してまいりました。 

 本市においては、相談支援パートナーという有

償ボランティアを活用した各学校での支援や教育

委員会が設置している教育支援センターの活用な

ど、様々な形で支援がなされております。それら

の充実強化についてもこれまで要望してまいりま

したが、昨今のＩＴ・デジタル技術の進展、子ど

もたちを取り巻く環境変化を鑑み、不登校の子ど

もたちへの支援について、ＩＣＴや１人１台端末

の活用が非常に有効なものと考えてまいりまし

た。 
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 そして、これまで、令和４年第３回定例市議会

決算特別委員会においては、ＩＣＴを活用した不

登校支援について、今年の第１回定例市議会予算

特別委員会においては、１人１台端末を活用した

いじめ・不登校対策について等と、ＩＣＴなどを

活用した不登校支援の充実に向け、質疑を重ねて

まいりました。 

 さらに、我が会派において、さきの定例会の代

表質問で誰一人取り残されない不登校対策の推進

について質問し、山根教育長からは、子どもが自

宅で学習支援を受けられるメタバース環境を施行

するなど、よりきめ細かな支援に努めているとの

答弁をいただいたところでございます。 

 不登校の子どもが増え続けている現状を踏まえ

ると、これまでの学校内での不登校支援や学校外

の居場所である教育支援センターでの支援に加

え、ＩＣＴを活用した支援の充実に向け、新たに

仮想空間、いわゆるメタバースを活用した不登校

支援の試行実施を進めていることは評価しており

ます。 

 私も、本市の教育支援センターのオンライン

コースを実際に視察させていただきましたけれど

も、子どもに丁寧に寄り添いながら対応している

スタッフの姿に感銘したところでもございます。 

 その際、学校から配られた１人１台端末を活用

して、その中にある学習アプリの問題に挑戦した

り、授業動画を視聴したりしながら、興味・関心

に応じた学習に取り組む様子に、改めて、不登校

の子どもにとって有用な支援の一つになるのでは

ないかと感じたところでもございます。 

 そこで、質問でございますが、本市の教育支援

センターにおける、いわゆるメタバースを活用し

た支援の現状と成果についてお伺いいたします。 

●喜多山児童生徒担当部長  いわゆるメタバー

スを活用した不登校支援についてお答えいたしま

す。 

 子どもは、１人１台端末を自宅に持ち帰るなど

して、札幌市が導入しているドリルアプリなどを

活用した学習に取り組み、オンラインでつながっ

ている支援員が子どもに寄り添った対応をしてい

るところでございます。 

 これまでのウェブ会議システムを活用した支援

から今年度はメタバースを付加した支援へと更新

したことにより、現段階でほぼ倍増の50名以上が

利用しているところです。 

 学校はもとより、教育支援センター等へも通所

できていなかった子どもにとっては、自分の顔を

出さずに個別の支援を受けられることなどから、

心理的ハードルが下がり、新規利用や継続的な活

用といった成果につながったものと捉えていると

ころでございます。 

●熊谷誠一委員  １年目のウェブ会議システム

を用いたものから、今回、メタバースということ

で、50名以上が登録され、勉強に励まれていると

いうことでございました。 

 私が実際に視察した際も、自分の分身のキャラ

クターであるアバターを活用して、スタッフに学

習内容を質問したり、話しかけたりしながら、コ

ミュニケーションを取る様子が見られておりまし

た。学び直しも含め、子どものニーズに合わせた

支援が行われていることに、改めて、メタバース

による支援の有効性を実感したところでもござい

ます。 

 また、実際の支援の状況を視察した際、様々な

背景を持つ不登校の子どもに対して、柔らかくも

温かく受け止めるスタッフがいることに気づき、

支援する側の人の関わり方が非常に重要であると

感じたところでもございます。 

 このように、メタバースの環境を用意したこと

でできる支援の幅が広がっているようにも思いま

すが、それと同時に支援の課題も見えてきている

のではないかと思うところでございます。 

 そこで、質問ですが、メタバースを活用した支

援の課題と今後の方向性についてお伺いいたしま

す。 

●喜多山児童生徒担当部長  メタバースを活用

した支援の課題と今後の方向性についてでござい

ますが、現在、メタバースを活用した支援は週に
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３日間の実施にとどまっておりまして、それぞれ

の子どもの希望にかなう環境にはなっていない状

況となっております。 

 また、不登校状況にあります子どもに寄り添っ

た対応のできる人材の確保は、本事業運営におい

て不可欠でありまして、持続可能な支援体制の構

築が最も大きな課題であると認識しております。 

 今後、メタバースによる支援の効果検証を一層

進めまして、子どもが学びたいと思ったときにい

つでも学べる環境の充実に向けて取り組んでまい

ります。 

●熊谷誠一委員  メタバースを活用した支援の

課題、今後の方向性について理解させていただき

ました。これからも永続的な支援体制を整えるた

めにも、ハード面とソフト面の両面からの体制づ

くりを進めていくことで、不登校児童生徒の選択

肢を担保していくことが大切であると思います。 

 今回のメタバースの活用については、これまで

教育支援センターにつながることができなかった

子どもに支援の枠組みをつくるものであり、一人

一人の子どものニーズに寄り添った支援にもつな

がるもので、大変有効なものと受け止めておりま

す。今回の取組を試行で終わらせることなく、成

果と課題をきちんと整理し、本格実施につなげて

いただきたいと存じます。 

 その際、今、ご答弁でもありましたけれども、

不登校児童生徒に寄り添うことのできるスタッフ

を安定的に確保できるようにするなど、増え続け

る不登校児童生徒が誰一人取り残されない、そう

いった支援体制の構築をしていただくことを強く

要望させていただき、次の質問に移らせていただ

きます。 

 次は、いじめの早期発見、未然防止に係る１人

１台端末の活用についてお伺いいたします。 

 札幌市では、昨年度の痛ましい事案を受けて、

令和６年４月に札幌市いじめの防止等のための基

本的な方針を改定し、各学校において、いじめの

未然防止や早期発見に様々な取組を実施し、いじ

め対策の強化を図っているところであることは承

知しております。 

 そうした取組の一つに、児童生徒の１人１台端

末を活用して、健康観察やいじめに関するアン

ケートを実施するとのことが掲げられておりま

す。 

 これまでも、我が会派として、１人１台端末を

活用した心の健康観察、教育相談支援システムに

ついて、子どもの見守りや支援の体制の充実につ

ながるものとして、また、子どもの心の小さなＳ

ＯＳを察知し、見逃さず、早期に寄り添い支援に

つなげることで、子どもが直面する様々な問題の

長期化、深刻化を未然に防ぐためにも重要である

との観点から、ＳＮＳを用いた心の健康観察アプ

リの早期導入の必要性について要望してきたとこ

ろでもございます。 

 さきに行われた令和６年３月の予算特別委員会

における我が会派からの質問に対しまして、教育

委員会から、新年度から全ての学校に導入するア

プリを選定し、早期の運用を図るとのご回答が

あったところです。 

 ＳＮＳを用いた心の健康観察アプリについて

は、全国でも導入が進んでいるところで、子ども

の心や体調の変化を早期発見する取組も進め、成

果を出していると伺っており、札幌市として、現

在、どの程度学校現場に導入され、どの程度使わ

れ始めているのか、半年たった導入状況が気にな

るところでもございます。 

 そこで、質問ですが、現在の心の健康観察アプ

リの導入状況についてお伺いいたします。 

●喜多山児童生徒担当部長  現在の心の健康観

察アプリの導入状況についてでございますが、児

童生徒が毎日の健康状態を入力したり、悩みや不

安について相談したいときに知らせたりできるア

プリの導入に当たりましては、４月末の札幌市い

じめの防止等のための基本的な方針の改定を経ま

して、５月に各学校に対してアプリ導入に関する

説明会を実施し、現在、小学校１年生から高等学

校３年生までの市立学校に在籍する全ての児童生

徒が使用可能な状況となっております。 
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 各学校においては、教育委員会の説明を受けた

後、学校いじめ防止対策組織を開催するなどしま

して、アプリの活用方法を検討し、児童生徒の実

態や各学校の行事等の状況に応じて、１学期間の

試験運用を経まして２学期より全校で利用し始め

たところです。 

 現在の活用状況ですが、児童生徒は、原則、休

日を除く毎日、各自の心と体の健康状態について

４段階で評価した状態を入力し、１か月間など、

周期的に自らの心身の調子の変化をグラフで

チェックできるようになっております。 

 学校では、管理職を含む全ての教職員が児童生

徒の入力情報を同時に確認できるようになったこ

とや心配な兆候がアラートで知らされることによ

り、心配される児童生徒の教職員による見逃しを

防ぐことにつながっております。 

 さらに、児童生徒が教職員に相談したいとき

に、教職員を選び、相談を希望することができる

ボタンの活用が始まり、自分から教員に直接希望

を伝えられない児童生徒の困りや悩みを早期に把

握し、相談につなげていくことができるように

なっているところでございます。 

●熊谷誠一委員  全ての学校がアプリを導入し

て、日々の健康観察や相談ボタンの運用が始まっ

ているということでございます。しかしながら、

アプリの活用においては、児童生徒の心のＳＯＳ

を把握した後の具体的な支援につなげることが必

要でございますが、そもそも導入後に児童生徒が

安心して悩みや困りを発信できているのかが重要

であると考えます。 

 そこで、次の質問ですが、実際に利用している

児童生徒にどのような効果が出ているのか、お伺

いいたします。 

●喜多山児童生徒担当部長  実際に利用してい

る児童生徒にどのような効果が出ているのかとい

う問いについてですが、正式運用が始まって２か

月ほどとなりますけれども、児童生徒は、毎日の

健康観察の蓄積により、グラフ化された心身の調

子の変化を見て、自身の心の状態を俯瞰すること

ができ、それによって自らの特徴を自覚できるよ

うになっております。 

 加えて、学校では、毎日の健康観察でアラート

が表示されたり相談ボタンが押されたりした児童

生徒に対して教員が声をかけたところ、深刻な悩

みを抱えていた事案や成長期における悩みを抱え

ていた事案があり、どちらも早期に具体的な支援

につなげ、事態の深刻化を防ぐことができており

ます。 

 また、児童生徒からは、毎日の健康観察を入力

しているだけで先生方が自分を見てくれていると

いう安心感があるとか、進路に悩んでいることを

自分から言えずにいたことから相談ボタンを押す

ことで相談につながり、話をすることができたな

どの声が上がっております。 

 こうした効果は、今後もアプリを使い続けるこ

とで、児童生徒にさらに実感されていくものと認

識しているところでございます。 

●熊谷誠一委員  一定の効果、成果が出ている

ということでございます。ぜひ、よりよい運用に

向けて、児童生徒の反応を生かしていただきたい

と思います。 

 このたびのアプリ導入に当たり、児童生徒に

とって一定の効果が期待できることは分かりまし

たけれども、全ての生徒にとって有益な取組とす

るためには、より具体的かつ効果的な活用につな

げていく必要があると考えます。 

 そこで、質問ですけれども、児童生徒のＳＯＳ

を確実に拾い上げるため、今後のより有効な活用

方法についてお伺いいたします。 

●喜多山児童生徒担当部長  今後のより有効な

活用方法についてでございますが、今年度は、例

年、全校で実施している悩みやいじめに関するア

ンケート調査について、本アプリを用いてアン

ケートを実施することとしております。 

 アプリを活用することで、回答結果について複

数の教職員が速やかに把握することができるた

め、いじめの見逃しや一部の教職員による抱え込

みを防ぐことができ、迅速な組織的な対応につな
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がるものと思います。 

 加えて、従来、紙面で行っていたアンケートを

アプリで行うことにより、準備や集約、回答結果

の共有等、作業の時間を減らすことができ、教職

員が児童生徒と向き合う時間を一層増やすことに

もつながるものと認識しております。 

 今後は、アンケートの実施方法についての工夫

を図るなど、児童生徒のＳＯＳの見逃しを防ぎ、

全ての児童生徒がより安心して学校生活を送るこ

とができるよう、よりよい運用に向けて引き続き

取り組んでまいります。 

●熊谷誠一委員  子どもにとって、ＳＮＳなど

のツールはＳＯＳを発信する貴重なツールと現在

はなっていると思います。ＳＮＳを相談のきっか

けとすることが一層増え続けることが予想されま

す。その中には深刻な相談も含まれているという

ことを考えると、心の健康アプリをきっかけに、

把握した事案において、必要に応じてスムーズか

つ的確に専門家につながることができる体制の整

備も大切ですので、保健福祉局等、他局とも連携

し、しっかりとそういったことを進めていただく

よう、まず要望させていただきます。 

 今後も、アプリを活用した円滑な取組が続くこ

とで、子どものＳＯＳを早期に発見し、寄り添え

るよう、引き続き全ての児童生徒が安心して健や

かに過ごせるための取組の推進を強く要望させて

いただいて、この質問を終わらせていただきま

す。 

 最後に、人間尊重の教育における自治的な活動

の推進についてお伺いいたします。 

 我が会派では、人間尊重の教育について、多様

な人とのつながりを大切にすることや、子ども自

身が人間尊重の意識を高めていくことの重要性を

主張し、これまで議会議論を重ねてきたところで

ございます。 

 教育委員会では、こうしたことを踏まえ、学校

や家庭、地域と一体となって、子どもが自他のよ

さや可能性を実感していけるような取組を進めて

いくとの答弁があったところでもございます。 

 こうした経緯の中で、これまで本市において人

間尊重の教育推進事業の一環として取り組んでい

る、さっぽろっ子自治的な活動の柱になるものと

して、先月５日、さっぽろっ子サミットを初めて

開催したとのことでございます。 

 さっぽろっ子サミットは、事前の取組として、

１人１台端末を活用して市内の小・中学生にアン

ケートを取り、その結果を基にテーマを決定する

とともに、そのテーマに基づき、近隣校の小学生

と中学生が意見交換をする取組が進められたと聞

いております。 

 また、当日は、高校生がグループ協議の進行を

行うなど、市内の子どもが校種を超えて関わるす

ばらしい取組であることから、我が会派として

は、その成果がどのように表れているか、期待し

ているところでございます。 

 そこで、質問ですが、今回開催したさっぽろっ

子サミットの成果についてお伺いいたします。 

●佐藤学校教育部長  さっぽろっ子サミットの

成果についてお答えさせていただきます。 

 サミットに参加した中学生のアンケートから

は、他校との交流が参考になったという回答のほ

かにも、今後も様々な人と意見を交わす機会を持

ちたい、こういった自主的な活動への意欲の高ま

りが見られたというふうに考えております。 

 また、協議を進行した高校生からも、よりよい

学校生活を目指す熱意を中学生から学んだ、ある

いは、対話の場の重要性を再認識したなど、学校

や校種の垣根を越えた他者との関わり合いに価値

を見出す声が聞かれたところでございます。 

 教育委員会といたしましては、サミットを通じ

て、子どもたちが多様な人々と意見を交わし、協

働することのよさを実感できたことは大きな成果

であったと考えております。 

●熊谷誠一委員  さっぽろっ子サミットに参加

した子どもたちが充実した時間を過ごすことがで

きたということで、大変うれしく思います。 

 今回の取組においては、日常で関わることが少

ない他校の生徒や、小学生と中学生、また中学生
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と高校生など、校種を超えた交流を通じて、多様

な人々の思いや願いに触れることができる大変貴

重な機会であり、大きな成果を生み出したと認識

しているところでございます。 

 ぜひ、こうしたサミットで見られた、互いに尊

重し合い、考えを交わし合うような取組を日頃の

教育活動につなげ、一層充実させていってほしい

と期待するところでございます。 

 このサミットで得られた成果をしっかりと今後

の自治的な活動に生かし、人間尊重の教育のさら

なる充実につなげていただきたいと思います。 

 そこで、質問ですが、教育委員会として、今後

どのように人間尊重の教育を充実させていくつも

りか、お伺いいたします。 

●佐藤学校教育部長  今後の人間尊重の教育に

どう取り組んでいくかということかと思います。 

 サミットで互いの意見を尊重し合う姿が見られ

たように、日頃から人々と関わり合う中で、他者

と協働することの価値について、子ども自らが理

解を深めていくことが人間尊重の教育において大

変重要と認識しております。 

 今後は、子ども同士が各学校の取組を１人１台

端末で交流できる仕組みを整えたり、順次、導入

を進めておりますコミュニティ・スクールを活用

し、子どもが地域の人々とともによりよい学校づ

くりに向けて対話する場を設けたりするなど、学

校や世代を超えた多様な人々との交流を通じて学

びを深める取組を進めてまいります。 

 教育委員会としましては、来年度以降もサミッ

ト等の取組を推進しながら、子どもが自他のよさ

や可能性を一層実感し、自分らしさを発揮できる

よう、子どもたちの自治的な活動の充実を図って

まいります。 

●熊谷誠一委員  最後に、要望を述べさせてい

ただきたいと思います。 

 これまで、我が会派では、人間尊重の教育が非

常に重要であると捉え、その取組を後押しし、見

守ってきたつもりでございます。 

 札幌市における人間尊重の教育には、この人間

尊重教育のガイドラインに書かれておりますけれ

ども、一人一人が自他の生命を尊び、互いにかけ

がえのない人間としての尊厳や個性、多様性を認

め合い、あらゆる偏見や差別をなくし云々とござ

います。そのようになるように、子どもたちの心

に自らを大切にし、他の人も大切にするという感

覚、また、心が育まれ、大きく成長できるよう、

これからも教育委員会にはご尽力いただきますこ

とを心からお願いし、私の全ての質問を終わりま

す。 

●佐藤 綾委員  私は、子どもの権利について

と学校統廃合について、２項目の質問をいたしま

す。 

 初めに、子どもの権利である子どもの意見表明

に関わり、学校教育での取組について、伺いま

す。 

 現在、（仮称）第５次さっぽろ子ども未来プラ

ンに基づき、（仮称）第４次札幌市子どもの権利

に関する推進計画が検討されているところです。 

 策定に向け、昨年度、子どもに関する実態意識

調査が行われております。その中で、子どもの権

利についての認知度と子どもの権利が大切にされ

ていると思う人の割合は、昨年、2023年度で子ど

もが65.2％、目標値には届かないものの、2018年

の調査と比較すると、いずれも子どもは同じ、ま

た、若干上がっていますが、大人は49.2％から

37.6％へ特に大きく下がっています。 

 学校では、子どもの権利そのものについて、子

どもたちが年齢に応じて学ぶ中で、それを通じ

て、大人である教員や保護者も改めて子どもの権

利について知る、また、考える機会ともなると感

じております。 

 そこで、お聞きいたします。 

 教育委員会として、子どもの権利について、子

どもはもとより、保護者、教員に対して理解促進

や普及啓発を図るためにどのように取り組んでき

たのか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  子どもの権利に対する理

解促進や普及啓発についてお答えいたします。 
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 教育委員会といたしましては、子どもが自らの

権利について正しく学び、互いの権利を尊重し合

う態度を育むとともに、大人も子どもの権利につ

いて理解を深め、子どもの最善の利益のために考

え、支えていくことができるようにすることは重

要であると認識しております。 

 具体的な取組としまして、子どもに対しまして

は、社会科の授業を中心に子ども未来局が作成し

ておりますパンフレットなども活用しながら、子

どもの権利に関して理解を深める取組を進めてき

たところでございます。 

 また、保護者に対しましては、子どもに寄り添

い、伸びを認め、子どもの成長を促していくとい

う本市の学校教育の基本的な考え方を示したリー

フレットを毎年配付し、子どもの権利条例の理念

を大切にした子どもへの関わり方について普及啓

発を図ってきております。 

 さらに、教職員については、新任管理職や初任

者教員などの研修において、子どもの権利条例と

その理念を大切にした教育に関して理解を深める

などの取組を進めてきたところでございます。 

●佐藤 綾委員  今、ご答弁にもありました、

「みんなで考えよう 子どもの権利！」、こうい

うものを学校でも配付して、これは教育委員会も

一緒に編集協力しているということが書かれてお

ります。こうした取組を通じて、やはり親子で話

し合う機会にもなっていただきたいですし、教員

の研修などもしっかり取り組んで、子どもの権利

ということについて深く理解していただいて、広

げていただきたいと思っております。 

 学校の授業で、子どもの権利は、安心して生き

る権利、自分らしく生きる権利、豊かに育つ権

利、参加する権利の大きく四つを示して、大切に

しようと学んでいます。その参加する権利につい

て、子ども未来局をはじめとして、子ども議会の

取組や子ども通信、子どもの権利ニュースを発行

して配付するなどでお知らせされております。 

 しかし、昨年の子どもに関する実態意識調査で

は、職業体験や社会の仕組みを学ぶ体験について

の設問には、十分ではない、特に必要ない、分か

らないという子どもが合わせて47.5％でした。ま

た、札幌市のまちづくりなど、市政について自分

の考えや思いを伝える機会はあるかという問いに

は、機会はないが29.7％、特にないが22.3％で、

分からないを合わせて78.1％でした。 

 推進計画の素案では、子どもの主体的な参加に

加え、子どもが意見を表明し、反映していく取組

の促進が必要とされているところです。 

 そこで、お聞きいたしますが、子どもたちが社

会の仕組みを学ぶ授業や子どもの声を学校生活に

反映される取組がどのように行われているのか、

また、子どもたちが札幌市のまちづくりなど、市

政についての意見や思いを伝えることについて教

育委員会としてどのようにお考えか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  子どもが社会の仕組みを

学ぶ授業や子どもが市政などについて意見を述べ

ることについてでございますが、学校では、地域

の社会見学や社会人による出前授業、あるいは、

社会科における法や決まり、政治経済について学

ぶ授業などを通じて、子どもが自分たちの暮らし

を支える社会の仕組みについて理解を深める学習

を進めているところでございます。 

 また、教科の学習以外にも、児童会や生徒会を

中心とした委員会活動やボランティア活動におい

て、自分たちで意見を出し合い、学校生活や地域

をよりよいものにするための取組を実施しており

ます。 

 市政に意見を伝える機会といたしましては、第

２期札幌市教育振興基本計画や札幌市いじめの防

止等のための基本的な方針の策定に関わりまし

て、子どもから意見を募集し、それぞれ1,000件

を超える意見が届いたところでございます。 

 教育委員会といたしましては、今後も、まちづ

くりやスポーツなど、市の施策に関して子どもが

意見を伝える機会も活用しながら、主体的に社会

の形成に参画する意欲を育んでまいりたい、この

ように考えております。 

●佐藤 綾委員  今、ご答弁いただきました
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キッズコメントで、第２期札幌市教育振興基本計

画と札幌市いじめの防止等のための基本的な方針

に1,000件以上の意見が寄せられるということ

で、私もこれは全部見させていただきました。 

 いじめの問題では、子どもから相談しやすい環

境とはどのようなことなのか、具体的に方針に記

述してほしいという意見があり、教育委員会で

は、その意見を取り入れて方針に追記したことな

どの返答が書かれておりました。 

 また、自分の意見が札幌市の教育の計画や方針

に取り入れられるという経験は、将来にも残って

いくと思いますし、学校生活や市政やまちづくり

について意見を述べる権利があるという実感へつ

ながるものと感じたところです。 

 また、いじめの防止等のための基本的な方針の

改定案には、キッズコメントが1,151件もありま

して、ほかにも、パブリックコメントとキッズコ

メントを両方行っている場合、キッズコメントの

ほうが圧倒的に多いという傾向です。1,151件

は、市内小・中学校の約１％であり、大人のパブ

リックコメントで換算すると１万4,000件ほどに

もなります。すばらしいと感じております。 

 今後も、学校で子どもが意見を表明する機会に

ついて取組を広げていただきたいと思っておりま

す。 

 そして、悩みや困り事に関連してお聞きいたし

ます。 

 子どもの悩みや困り事の相談相手について、実

態調査の中で複数回答で、母親が74.9％、学校の

友達や先輩が51.7％、学校の先生は32％でした。

一方で、相談しようと思わないと答えた子どもの

うち、相談しても状況が変わらないと思う、悩み

を理解してもらえないと思うというのが、どちら

も45.8％で、一番高いものでした。 

 先ほど、熊谷委員の質疑の中でもこうしたこと

が子どもたちの声に寄り添うというところで出て

きたところでありますけれども、子どもが相談し

てもどうにもならない、思いを理解してもらえな

いと諦めを感じているのは、そうした経験があっ

たのではないか、そのために深く傷ついた経験が

あるのではないかと想像します。 

 また、自分のことを理解してくれる人がいない

と思う子は13.2％でした。近くに信頼できる大人

や友人がいない、相談しても変わらないという諦

めを払拭するために、どうしたらよいのだろうか

というふうに思っております。しかし、自分では

どうにもできない理不尽なことや困った状況に

陥ったとき、どこか話せるところに目を向けてほ

しいですし、そして、中でも身近である学校で助

けてくれる、受け止めてくれると思うという信頼

をつくっていくことが必要ではないかと思うとこ

ろです。 

 そこで、お聞きいたしますが、教育委員会とし

てどのように子どもの相談しやすい体制づくりに

努めているのか、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  子どもが相談しや

すい体制づくりについてお答えいたします。 

 教育委員会が毎年実施しておりますアンケート

調査におきましても、いじめられても誰にも相談

しないと回答する児童生徒が一定程度いることに

ついては、課題と認識しているところでございま

す。そのため、学校以外の様々な相談先を分かり

やすく記載した相談窓口周知カードを市立の小学

校４年生以上の全児童生徒に対して携帯できる

カード型にして配付し、いつでも相談できるよう

に努めてきたところです。 

 また、学校においては、今年度から１人１台端

末を活用しまして、担任などの特定の教職員だけ

ではなく、様々な教職員が相談を受けやすい体制

を構築してきたところでございます。 

 引き続き、児童生徒が信頼できる大人に相談す

ることなどにより、相談してよかったと思える経

験を積み重ねられるよう、関係機関と連携しなが

ら、児童生徒が安心して相談できる体制づくりに

努めてまいります。 

●佐藤 綾委員  子どもが相談してよかったと

思えるこうした取組がとても大事かなというふう

に思っています。キッズコメントの中で、いじめ
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アンケートを取っても、本当のことは言わない気

がするからアンケートは意味がないと思うという

声がありました。教育委員会からのお答えは、い

ろいろな視点からいじめを見つけるようにしてい

るという趣旨の中身でしたけれども、伝えたいと

いう思いが出ている書き方でした。 

 こうして寄せられた声に応えていることを、学

校でもキッズコメント意見集を子どもたちに読ん

でもらう取組などもいいのではないかと感じたと

ころです。 

 子どもの権利については子ども未来局の所管で

ありますが、学校で過ごす子ども時代は大事な時

間です。今後も、まちづくりなどの社会のこと、

学校のことにも意見を言うことのできる、自分自

身の悩み、困り事を相談できると思うことができ

る、子どもの権利を大切に成長できる取組を広げ

ていただきたいと申し上げまして、この質問を終

わります。 

 次に、学校統廃合に関わり質問をいたします。 

 まず、学校統廃合を検討する学校配置検討委員

会についてお聞きいたします。 

 現在、豊平区、東区、南区で学校統廃合につい

ての学校配置検討委員会が行われているところで

す。小学校２校を１校に、３校を２校に、また、

小学校２校と中学校１校を統廃合すると、地域に

よって違いはありますが、各検討委員会での議論

は、該当地域にニュースレターとして配付されて

おりまして、それを見た住民からメールなどで意

見が毎回寄せられております。 

 また、どの地域でも、通学距離が遠くなる心配

があるという意見も大変多く寄せられているとこ

ろです。 

 南区では、当初、既存の路線バスを乗り継いで

登校する案でしたが、異論が噴出し、現在はス

クールバスでの検討が行われています。しかし、

道路１本を挟んでスクールバス代が無料と有料に

分かれ、バス代を保護者が負担する地域が出るた

め、統廃合されて遠くなる地域は全て無料でバス

通学させるべきではないかなどの声も出ていま

す。 

 また、学校まで２キロメートルほども遠くなる

と、通学路の交通の危険性や子どもが犯罪に巻き

込まれるおそれ、また、冬に子どもが登下校で通

る歩道は除雪がされるのだろうか、通学に利用さ

れるバス路線は除排雪を配慮して行ってくれるの

かなど、懸念が出されています。 

 これまでも、統廃合されて学校まで遠距離とな

りながら徒歩で通学、また、路線バス通学となっ

ている地域もあります。 

 学校統廃合について検討委員会が議論した結果

は意見書として提出することとなっております。

過去に統廃合された地域の検討委員会でも意見書

が提出され、それを基に教育委員会で統廃合を決

定していますが、その意見書の中には、通学路の

安全への配慮や除雪を含めた充実も項目として求

められていました。 

 そこで、お聞きいたしますが、これまでの統廃

合でバス通学となっている地域もありますが、冬

期に除雪が追いつかず、バスの運行に支障を来し

学校に行けなかった、また、授業に遅れたなどの

影響は、昨年、何校で何日あったのか、伺いま

す。また、教育委員会から建設局へ統廃合された

地域の通学路のバス路線の除排雪について特段の

配慮を要請していることはあるのか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  冬期間の雪によるバ

ス通学への影響と関係部局への除排雪の働きかけ

についてのご質問でございました。 

 降雪などによりますバスの遅延ですとか運休が

通学に与える影響につきましては、統廃合されま

したそれぞれの学校ごとの具体的な件数について

は把握しておりませんけれども、発生時におきま

しては、各学校から一斉メールなどを活用して保

護者と連絡を取り合っていたところでございま

す。 

 バス通学を含めまして天候悪化等の事情で遅刻

や欠席となりました児童生徒につきましては、学

習や心理面に著しい影響を生じさせないように配

慮しております。 
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 また、バス路線を含みます通学路の除排雪につ

いてですが、学校配置検討委員会ですとかスクー

ルゾーン実行委員会におきまして、こちらのほう

には建設局も含めまして関係部局が出席しており

ますので、それらを交えまして協議を行っている

ところでございます。 

●佐藤 綾委員  私は、バス路線の除排雪のこ

とで質問をしておりまして、そのときには、地域

の方にお聞きしましたら、学校からメールが来る

のですけれども、既に子どもが出た後に連絡が来

る、そして、バス停に行ってから運休しているこ

とが分かって、子どもたちが困ってうろうろして

いたら、近所の方が見かねて送ってくれる、そう

いう状況もあるとお聞きしました。これが何日間

あったか、昨年は大雪ではなくて平年並みの年で

したけれども、そういうことがあったとお聞きし

ております。 

 そして、雪対策室では、スクールゾーンという

ことで、学校周りは新学期前に排雪をしますけれ

ども、特に、統廃合されたということで、そこを

重点的にすることはなかなか難しいとお聞きして

おりました。 

 地域の方、検討委員会の委員は、意見書で要望

すると市はやってくれるだろうと思っています。

ところが、実際は、除排雪のプランに沿って、ス

クールゾーンや３学期前の学校周りの排雪は行わ

れておりますけれども、特別な配慮はないので

す。通学する道路も、幅により歩道の除雪ができ

ない箇所もあって、子どもが通る人数が少ないと

ころは、歩道の除雪もされません。また、バスが

運行できず、学校に行けないことがどれほどあっ

たのかということもちゃんとつかんで、検討委員

会で参考とするようにお知らせすることも大事で

はないか、必要ではないかと申し上げます。 

 次に、検討委員会の在り方について伺います。 

 検討委員会には、教育委員会側から、小規模校

について、クラス替えができないと切磋琢磨でき

ない、コミュニケーション能力に欠ける、部活動

ができないなど、デメリットに標準が当てられ、

また、教員が多くなると業務軽減になるという説

明をされております。 

 しかし、小規模校に通われる保護者から、１ク

ラスしかなくても、学級の中で自分の意見を述べ

やすい、協調性、協力関係をつくり、異学年交流

で低年齢の子への思いやりや一緒の活動が活発化

できているという意見もお聞きしております。 

 また、現役の教員の方からは、小規模校のほう

が残業も少なく子どもに向き合えたが、規模が大

きい学校のほうが残業が多くなってしまったとい

うお話もお聞きしました。 

 統廃合の説明がされた地域ごとのオープンハウ

スでも、小規模校のよさ、メリットのほうが大き

いことが市民の声から多数寄せられていました。 

 数年前に統廃合されて、小さい学校から移った

児童が、当時は６年生でしたが、運動不足だと言

うので、聞くと、ドッジボールに触る回数も減っ

て、体育も座っている時間ばかりで、運動不足だ

と言っていたということでした。 

 現在も、検討委員会のニュースが配付されるた

びに、地域住民から、小規模校のよさを生かして

残すことはできないのかなどの意見があります。

また、統廃合が決まったわけではないはずなの

に、学区から検討するのは統合ありきではないか

という声も繰り返し寄せられています。 

 そこで、お聞きいたしますが、検討委員会は、

統廃合するかどうかではなく、既に統廃合を前提

として進められているという声、統廃合ありきで

はないかという抗議の意見も少なくありません

が、統廃合を前提としたものではない検討委員会

だという認識でよろしいか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  学校配置検討委員会

の件でございますけれども、学校配置検討委員会

につきましては、統廃合を前提として進めている

ものではなく、委員の皆様に対しましても、規模

適正化を前提としたものではないということを初

回の検討委員会の冒頭に確認した上で協議を開始

しているところでございます。 

 また、検討委員会の開催ごとに作成しておりま
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すニュースレターにつきましても、規模適正化を

前提としないことを明記いたしまして、地域や保

護者にも繰り返しお伝えしているところでござい

ます。 

●佐藤 綾委員  ニュースレターのほうは、学

区の在り方を議論している中では、これで決まっ

たわけではありませんというふうに書かれている

のです。けれども、これは統廃合ありきではない

かと地域から繰り返し出されていることですか

ら、まず、学区の割り方がどうかという議論で

も、学校規模が小さくても残すほうが子どもたち

にとってプラスかどうかという視点も議論するよ

うにしていただくほうが分かりやすいのではない

かと思います。統廃合ありきではない、でも、統

廃合に向けて方法を検討するという大変矛盾した

中身となっていますので、混乱しております。 

 様々な検討をして、小規模校のメリットを上回

るような統廃合のメリットがないという結論に達

し、統廃合はしないという意見書となれば受け入

れるということも説明していただきたいと申し上

げます。 

 そして、統廃合における学校規模についてお聞

きします。 

 本市は、小学校のクラスの適正な規模を12学級

から24学級としておりますが、国の基準では上限

を18学級とされております。現在の基準となる方

針の策定に当たっては、1999年８月に教育委員会

から諮問を受けた学校適正規模検討懇談会によっ

て、2000年５月に出された答申、意見提言が基に

なっております。 

 この当時、18学級以上の学校数は小学校で74校

であり34％、中学校は41校で38％を占めておりま

したから、18学級までを適正とするには無理があ

りました。 

 国の学校教育法施行規則では、小学校の学級数

は12学級以上18学級以下を標準とする、そして、

地域の実態その他により、特別の事情があるとき

にはこの限りではないとされており、それにのっ

とったものと思われます。 

 策定当時、統廃合の対象となるのは、小学校で

言えば６学級未満となる学校でした。その後、

2005年、学校規模適正化に関する基本方針の見直

しが行われ、札幌市小中学校適正配置審議会によ

る答申では、基本的に平成12年の札幌市学校適正

規模検討懇談会での意見提言を踏襲し、少なくと

も小学校12学級以上、中学校で６学級以上が望ま

しいとされました。それを受けて学校統廃合が加

速しました。学校統廃合の第１次、第２次プラン

を策定し、進めてきたわけです。 

 また、2017年、再び基本方針の見直しが行わ

れ、審議会において、隣接する学校が小規模校か

否かにかかわらず、小学校12学級未満、中学校６

学級未満を統廃合の対象とすることが望ましいと

されました。 

 諮問に沿って統廃合を進める議論だけがされる

審議会であったため、少子化によって児童生徒数

が減少していることを理由としているにもかかわ

らず、学校の規模自体についての議論はないまま

でした。 

 現在、本市の基準が決められた24年前の当時よ

り少子化が進み、学校規模が小さくなっているに

もかかわらず、国の基準を上回るままになってお

りますので、是正が必要だと思っております。 

 教育委員会の資料によりますと、現在、統廃合

が検討されている旭小学校と豊平小学校は、現状

のクラスはそれぞれ合わせるとおよそ22クラスで

すが、統廃合されると１学級当たりの人数が増え

ますので、18学級となります。地下鉄駅も近い地

域ですので、住民の入れ替わりもあり、マンショ

ンが増えるなどがあれば、18学級を超えてしまい

ます。 

 東区の栄緑小学校と栄東小学校は11学級と16学

級ですが、学年児童数で推計すると、およそ23学

級となります。しかし、諸外国で教育が進んだ

国々では、小規模校が主流となっており、100

人、200人規模です。大きな学校は時代にそぐわ

ないものになっております。大規模になるほど、

児童生徒の顔も覚えられなくなる、変化を見逃す
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ことも多くなる、トラブルが増える、特別教室、

体育館などの使用も制限されるなど、教員の方か

らもお聞きをするところです。 

 大規模校のデメリットから見ると、小規模校の

ほうが子どもの教育環境によい、学力も上がり、

先生の働き方にもよいという考えが広がってきて

おります。 

 そこで、お聞きいたしますが、子どもの学ぶ環

境を考えるならば、統廃合を考える際には、せめ

て新たに統合される学校において、国の基準であ

る18学級の上限を基本と考えるべきですがいかが

か、伺います。 

●池田学校支援担当部長  統合時の学級数の上

限についてのご質問でございました。 

 先ほどのご質問の中でもご紹介いただいており

ましたけれども、学校教育法施行規則におきまし

ては、12学級以上18学級以下を標準としておりま

すけれども、地域の実態その他、特別な事情のあ

るときはこの限りではないとされており、札幌市

におきましては、学校適正配置検討懇談会におき

まして、小学校の適正な規模を効果的なクラス替

えが可能となる１学年当たり３から４学級、全校

で18から24学級とすべき旨の提言を受けて、これ

に沿ってこれまでも進めているところでございま

す。 

 これに基づきまして、小学校の適正規模につき

ましては、現在も進めているところでございます

けれども、この範囲内に収まることを前提に適正

規模化の取組を今後も進めてまいりたいと考えて

おります。 

●佐藤 綾委員  東京23区では、ほぼ小・中学

校の学級数の上限は18学級です。例えば、板橋区

では、今年、基本方針を策定しておりますが、審

議会答申で少人数学級にも言及されており、小学

校では20人から30人と提言されていました。 

 方針では、１学級当たりの人数について明記し

ないとされたものの、今後、中学校でも35人学級

が導入される可能性を考慮する必要があるとまで

しております。 

 本市としても、早急にこの学校の規模、クラス

数、少人数学級ということも検討されるべき課題

であるということを指摘させていただきます。 

 最後に、学校統廃合検討での子どもの意見表明

の機会についてお聞きします。 

 私は、これまで、2021年の４定での代表質問、

2022年の予算特別委員会、昨年、2023年の決算特

別委員会で、学校統廃合に関わり質問をしてまい

りました。 

 昨年、一部の町内会やＰＴＡの役員だけではな

く、検討委員会が設置されてからでも、対象の学

校の先生や児童生徒、保護者も含め、住民からの

意見を丁寧に聞く取組が必要であるのではないか

と質問したところ、答弁では、ニュースレターを

配付して、メール等で広く意見をいただく仕組み

を整えており、検討委員会でもお知らせするとの

説明でした。しかし、子どもの意見を聞く取組に

ついては、いずれのときにもお答えがありません

でした。 

 私は、当事者である子どもの意見を聞くことは

大変大事だと思っております。これまで一番影響

を受けて、自分たちの身近な学校であるまちづく

りにおいて重要なことであるにもかかわらず、子

どもの声を聞かず、大人の都合で進められてきま

した。知り合いの小学生数人に、もし自分の学校

が隣の学校と一つになる、今の学校がなくなると

いう話があったら、子どもの意見を聞いてほしい

と思うかと聞いたところ、即答で、思うという声

が返ってきました。 

 統廃合について、キッズコメントの取組を子ど

もたちの意見を表明する機会として学校で実施し

てはどうかと思います。そのために、子どもたち

に向けて説明会やパネル展も開いていただきたい

と思っております。 

 そこで、質問いたします。 

 子どもたちに現在の統廃合検討委員会の議論や

状況を伝え、子どもの意見を表明する機会をつく

り、生かすことは、まちづくりに子どもが携わる

こととして大変大事だと考えますがいかがか、伺
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います。 

●池田学校支援担当部長  子どもが意見を表明

する機会をつくってはどうかということでござい

ました。 

 規模適正化の取組につきましては、地域や子ど

もたちにとっても大きな関心事でありますので、

取組に当たりまして子どもたちの意見を聞くこと

は大変重要であるというふうに認識しておりま

す。 

 学校配置検討委員会には子どもの身近な存在で

あります保護者や学校関係者も含まれておりまし

て、その委員を通じまして子どもの意見も多く頂

戴しているところでございます。 

 また、先ほどご紹介いただきましたニュースレ

ターの中でも意見募集を行っておりまして、子ど

もを含めた地域、保護者の意見を取り入れる仕組

みを構築しているところでございます。 

 今後も、子どもたちのことを第一に考えまし

て、学校規模適正化の取組を進めてまいりたいと

考えております。 

●佐藤 綾委員  私は、ニュースレターでいた

だいた意見も読ませていただきますけれども、子

どもが直接メールでくれることはほぼないです。

保護者や教員から聞くということを言っています

けれども、子どもに直接説明することや意見をも

らうということを実施するお考えはないのでしょ

うか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  繰り返しますけれど

も、学校規模適正化の取組に当たりましては、子

どもの意見を聞くということは大変重要かなとい

うふうに思っております。 

 先ほど、委員から、統廃合の後からでもいろい

ろな意見を聞いたらどうかというお話もありまし

たけれども、対象校におきましては、これまでも

新たな学習環境に向けまして、準備期間におい

て、教育活動につきまして、子どもたちのアイデ

アですとか意見を取り入れながら交流事業などを

実施するということもやっておりますし、今後、

地域によりましては、学校の統廃合で学校名を決

める取組もしていくことになると思いますので、

その際には、子どもたちの意見も聞きながら実施

してまいりたいと考えております。 

●佐藤 綾委員  私は、学校統廃合の後ではな

くて、学校統廃合が決まる前に子どもたちの意見

を聞いて取り入れていただきたいということを申

し上げております。 

 2013年当時、統廃合をしようとする学校の地域

選定プランで、自分の通う学校の名前があった子

どもたちは新聞でそれを知りました。 

 当時、校長先生は、不安がる子どもたちに、学

校がなくなると決まったわけではない、人数が少

なくなっているから、これから地域の人とか教育

委員会と話し合う場ができたということだよ、だ

から、みんなは安心して通ってね、楽しい学校生

活を送りましょうと説明していました。 

 そして、教育委員会は、閉校ありきではない、

地域の反対を押し切って閉校することはないと住

民に公約しながら、約２年、地域住民との話し合

いがされ、保護者全員が学校を残してほしいとい

う希望を出していた中で、突然、翌年、廃校にな

るということをまた新聞で知って、子どもたちは

大きなショックを受けました。子どもたちには直

接の説明もお知らせもありませんでした。学校統

廃合後、子どもたちの学習意欲がとても下がった

と保護者の方が話されていました。 

 子どもたちが、自分のことなのに勝手に大人で

決めないでほしい、そう思うのは当然ではないで

しょうか。子どもたちの思いや、実際の学校生活

を送っている上での考えを聞くことは重要であ

り、現在行われている検討に生かすべきと強く求

めまして、私の全ての質問を終わります。 

●山田洋聡委員  子どもたちの自主的な活動と

教育委員会の取組について伺います。 

 具体的には、先ほど熊谷委員からもありました

が、教育委員会で９月５日に実施されましたさっ

ぽろっ子サミットについて、別の視点からお伺い

いたします。 

 令和４年度に子どもたち自身で策定をした、
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さっぽろっ子宣言「プラスのまほう」を実現する

ための取組だというふうに認識しております。 

 そこで、質問ですが、子どもたちの自主的な活

動を推進するに当たり、さっぽろっ子宣言を策定

してから、どのような狙いや経緯でさっぽろっ子

サミットの開催に至ったのか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  さっぽろっ子宣言の策定

とさっぽろっ子サミットの狙いや経緯についてと

いうご質問だったと思います。 

 さっぽろっ子宣言につきましては、よりよい学

校づくりに向けて、子どもたち自身が主体的に行

動する際に何を大切にしていくのかということを

取りまとめた全校共通の合い言葉となってござい

ます。 

 この策定に当たりましては、中学校の代表生徒

で構成いたします子ども運営委員会が中心となり

まして、全ての小・中学生の意見を把握した上で

議論を重ね、令和４年度末に全校に示したもので

ございます。 

 宣言には、前向きに考え、互いを大切にして、

個性を認め合い、笑顔があふれる学校にしようと

いう願いが込められておりまして、令和５年度か

らこれに基づく活動を各学校において推進してき

ております。 

 そのような中、令和５年12月には、子ども運営

委員会から、自分たちが進めているプラスのまほ

うに基づく活動を、学校間で交流し、よりよいも

のにしたいという提案がございました。 

 教育委員会といたしましては、子どもたち自ら

が活動の質を高めていくための機会は重要である

と考えまして、この提案を後押しし、子ども運営

委員会の企画運営によるサミットを今年度初めて

実現したものであります。 

●山田洋聡委員  子どもたちからの意見を基

に、子どもたちの手によって推進することを大切

にしているという今年度の子ども運営委員会につ

いても、自ら立候補によって、中学校４校の生徒

会事務局の生徒が参加しているということで、私

といたしましても、このように子どもたちの主体

性を大切にして取組を進めているということには

大いに賛同させていただきます。 

 当日は、私と中川議員が現地に入って状況を確

認させていただいたところではあるのですけれど

も、中学生とそれを支える高校生、そして、引率

の教員の皆さん、保護者、教育委員会の皆様、会

場には300名を超える人がいまして、それぞれの

考えをグループで話し合って、意見が尊重される

ものから、これとこれは一緒にしたらいいのでは

ないかと融合するというふうに至るものまで、私

たち大人では発想が難しいようなことまで、たく

さんのアイデアが出ていたというふうに見ていま

した。 

 当日は21グループに分かれて話合いの場があっ

たのですけれども、それを進行する高校生たち

が、どうすればスムーズに進行できるのかとか、

そういうことを事前にしっかりと準備しているな

ということが会場を見ていて見て取れたのは、本

当にうれしく、たくましく、それを一緒に全員で

つくり上げている感じをそれぞれが持ちながら時

間を過ごしていたということがすごくすばらしい

と思っていました。 

 私たち大人も、保護者を含めて、生徒たちの邪

魔をしない範囲で質問していいということで、私

も会場内を自由に動いていろいろ質問をさせてい

ただいて、例えば、雑談部があるといろいろな人

とコミュニケーションが取れていいとか、使用さ

れないで空いてしまっている教室を自由に使いた

いとか、何のためにという目的を持ったような意

見がすごくたくさんあって、全ての意見を、学校

内、学校外、あとは、自分たちで解決できるの

か、そうではないのか、交流が広がるみたいな、

いろいろなテーマに分けて、ブレーンストーミン

グみたいなものをやって、すごく建設的な時間が

とてもすばらしいと思いましたし、会場にいて本

当にありがたい経験をさせてもらったと思いま

す。 

 当日、議会の都合的に、会派別勉強会があっ

て、なかなか参加できない議員の皆さんもたくさ
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んいたということで、たまたま日にちが重なって

しまったと思うのですけれども、先ほど熊谷委員

への答弁に来年度以降も実施したいというお話が

ありますので、ぜひ皆さん、一度見ていただけれ

ばすごくいいかなというふうに思っております。 

 このサミットの大切なことは、そもそもさっぽ

ろっ子サミットが何のために実施されているのか

ということで、当日、子どもたちから生まれた新

たな気づきや自分たちの思い、願いを実現しよう

とする意欲をどう捉えて、どう反映させていくの

か、そういうものがなければ、ただやっただけで

は全く意味がないというふうに思います。 

 当日の貴重な体験を基に、自分たちの意見を実

現していく過程を大切にするということが子ども

の主体性を育むということにつながるというふう

に考えます。 

 そこで、質問ですが、このたびのさっぽろっ子

サミットの取組を今後の子どもたちの自主的な活

動にどのように生かしていくのか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  さっぽろっ子サミットの

取組を今後どのように生かしていくのかというご

質問でございます。 

 参加しました中学生が、サミットを通じて様々

に抱いた思いや願いを自分の学校に広げ、その実

現に向けて一歩踏み出していくということが大切

であり、今後、教職員の支えの下、生徒会を中心

にさらに協議を深めたり、活動につなげたりする

ことを支援してまいりたいと考えております。 

 また、子ども運営委員会におきましては、各学

校の好事例を表彰し全校に啓発するとともに、年

間を通した活動の成果や課題について振り返り、

教職員向けに発表する機会を設けるなど、次年度

のよりよい取組について子どもと大人が一緒に考

えていく、こういうことを予定してございます。 

 教育委員会といたしましては、子どもが成し遂

げたいことに向けて試行錯誤する経験を重ねる中

で、大人の協力も得ながら、自分たちの手で学校

生活や地域社会をよりよいものにしようと行動す

る力を一層育んでまいりたいというふうに考えて

おります。 

●山田洋聡委員  現在の学校を取り巻く環境と

しましては、私たち大人が義務教育に通っていた

時代とは違うということは、恐らく誰もが認めて

いることではないかというふうに思います。変

わってはいけないこともたくさんあると思うので

すが、時代の変化とともに、子どもたちの感性や

価値観、そして、保護者や教員の皆さんも同じく

変わっていくというふうに思います。 

 子どもたち同士で話し合って出てきた生の意見

というものに私たち大人は純粋に向き合う必要が

あると思います。今のご答弁で、一緒に話し合っ

て取り組んでいくということがあったと思います

けれども、ともすれば、大人というのは意見を押

さえつけがちなところもあると思いますので、純

粋にしっかり意見を聞きながらやっていくという

ことが大事ではないかと思います。 

 子どもたちが伸び伸びと生きられる環境整備に

この機会を最大限に活用していただきたいという

ことを期待いたしまして、私の質問を終わりま

す。 

●定森 光委員  私からは、いじめ対策につい

て、主に組織的な対応の観点から質問をいたしま

す。 

 本市は、昨年度公表されたいじめの重大事案を

受け、このようなことを二度と繰り返さないため

に、今年の４月に札幌市いじめの防止等のための

基本的な方針を改定し、今年度の初めから新たな

取組を実施しております。 

 我が会派では、いじめ防止の取組に実効性を持

たせることが大切であると考え、今年３月の予算

特別委員会においては、学校が把握したいじめに

関する情報の取扱いや組織的な対応について、教

育委員会としてどのように取り組んできたかにつ

いて伺ってきました。 

 市からは、国及び市の方針に基づき、学校いじ

め対策組織において情報を共有し、対処するよう

求めてきたが、いじめ防止対策推進法の趣旨が十

分に徹底されず、学校いじめ対策組織を機能させ
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ることができなかった、このことが重大事案を招

いた大きな要因であったとの答弁がございまし

た。 

 今年の10月８日に公表された小学校３年生の性

的いじめに関する調査報告書でも、いじめ対策の

基本方針で定められている組織的な対応ができて

いなかったことが指摘されており、この事件自体

は今回の新しい対策の前ではありますけれども、

本市の体制に問題があったということは真摯に受

け止めなければならないのだというふうに思いま

す。 

 いじめ防止の取組においては、各学校におい

て、教員個人による対応ではなく、確実な組織対

応がなされ、いじめを深刻化させないということ

が大切になります。 

 そこで、質問ですが、方針の改定を受け、今年

度から学校いじめ対策組織としてどのような取組

を行っているのか、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  学校いじめ対策組

織としての取組についてのご質問でございまし

た。 

 学校におきましては、札幌市いじめの防止等の

ための基本的な方針の改定に伴いまして、学校い

じめ防止基本方針を改定し、チーム学校による組

織的な対応の徹底を図っているところでございま

す。 

 また、改定された方針に基づきまして、学校い

じめ対策組織の責任者を学校長と定め、いじめの

防止に係る全ての取組は学校長の監督下で行うと

ともに、対策組織の会議を月に１回の定例で開催

するほか、事案が発生した際には速やかに臨時で

開催するなど、いじめの問題に実効的に機能する

よう、体制を整え対応しております。 

 いじめの疑いを把握した場合は、教職員が１人

で抱え込むことがないよう、速やかに対策組織に

報告し、新たに対策組織の必須構成員としました

養護教諭、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー等の専門家の意見を踏まえまし

て、よりきめ細かな組織的な対応を行っていると

ころでございます。 

●定森 光委員  学校長を責任者として明記

し、学校におけるいじめの防止及び早期発見、早

期対応に関する措置を組織的に行うとする、そう

いった体制が強化されたということであります。 

 いじめ対策組織の会議は月に１回の定例会にす

るということであります。これは、教員個人が気

になっていても抱え込むということがないように

するために有効な取組であると思います。会議の

場で有効になるためには、しっかり教員がそれぞ

れ気になっている事案、これは深刻ではないかも

しれないと思っても気になっているというときに

しっかりと共有し合えるような会議にしていく必

要があると思いますので、しっかりといじめの防

止に寄与して実効性が担保されるような会議とし

て、会議の質、しっかり意見が出し合える、そう

いったところも心がけていただきたいと思いま

す。 

 さて、いじめ対策の取組は、学校に任せるだけ

では当然十分ではありません。学校いじめ対策組

織が実効性のある取組をしっかり行うことができ

ているのか、適切に運用されているのか、そし

て、時間とともに形骸化していっていないか、こ

のことをしっかり確認していくことが必要となり

ます。そのために、教育委員会として、学校の取

組状況を確認し、必要に応じて学校への支援をし

ていくことが必要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、教育委員会は、札幌市い

じめ防止基本方針への理解や学校いじめ対策組織

の取組についてどのように学校を支援しているの

か、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  市のいじめ防止基

本方針への理解、それから、学校いじめ対策組織

の取組への学校に対する教育委員会の支援につい

てでございますが、全ての教職員がいじめ防止対

策推進法や市の方針を理解し、法や方針を踏まえ

た適切な初期対応ができるよう、経験年数に応じ

た系統的な研修を実施するとともに、年度当初に

は、教育委員会が作成しました研修資料を用いま
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して、全市立学校で校内研修を実施し、いじめへ

の対応力向上を図っております。 

 今年度より作成することとしました学校のいじ

め対策の年間計画に基づく取組につきまして、対

策組織の会議の開催状況やアンケート調査、教育

相談などの実施状況等を学校からの報告や教育委

員会からのヒアリングにより確認するとともに、

継続的に指導・助言を行っているところです。 

 いじめの背景には複雑な状況が絡んでいること

から、学校が判断に迷う個別の事案につきまして

は、定期的に報告を受けまして、教育委員会が積

極的に学校と連携し、適切な対応となるよう取り

組んでいるところでございます。 

●定森 光委員  法への理解や学校いじめ対策

組織としての取組について教育委員会として支援

をしているということであります。系統的な研修

を行ったりもしているということでありますし、

先ほどの対策会議がしっかり開催されているかも

確認しているということでありました。こうした

教育委員会の取組も時間とともに形骸化すること

がないようにお願いしたいというふうに思いま

す。 

 いじめの問題はいろいろな背景があるというこ

とから、学校だけで解決することが難しい事案も

多くあると思います。いろいろな専門家の力も借

りていかなければいけませんし、先ほども挙げた

今年公表された新たな重大事案の報告書を見ます

と、今回の事案は複数の学校にまたがっていて、

また、学校外の民間の活動も関わっているという

ことで、関係者が非常に多岐にわたる事案と言え

ます。 

 この事案の報告書では、学校の組織的な対応と

ともに、教育委員会やスクールカウンセラーを通

じて医師や児童相談所の職員や弁護士など、外部

の専門家との連携の必要性も指摘されておりま

す。いじめによる深刻な事態となるのを未然に防

いで早期に対応していくには、学校や教育委員会

だけでは対応が困難ないじめの事案もあるわけで

して、その対策を進めていく必要もあると考えま

す。 

 そこで、質問ですが、対応が困難ないじめの事

案に対して学校や教育委員会としてどのように取

り組んでいくのか、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  対応が困難ないじ

めの事案に対する学校や教育委員会の取組につい

てでございますが、緊急性や困難性が高いと判断

した事案等、対応が困難ないじめの事案につきま

しては、学校と教育委員会が緊密に連携するとと

もに、対策組織の構成員となっている専門家に加

え、弁護士や警察ＯＢなどの専門家の活用を含め

て対応しているところでございます。 

 また、子どもの支援を担当する部局や関係機関

等が参加する札幌市いじめ対策連絡協議会を今年

度から複数回開催することとしまして、互いの施

策や、現状を共有し、連携を確認するだけではな

く、いじめの対応の改善につながるための具体的

な協議を行うことといたしました。 

 児童会館などの学校外でのいじめや、犯罪行為

や深刻な人権侵害行為となる疑いのあるいじめに

つきましては、方針にて改訂しましたいじめの対

応フロー図に基づきまして、警察や関係部局、関

係機関等と速やかに連携を図りまして、適切な対

応ができるよう努めているところでございます。 

 いじめは、適切な対応を怠れば、どのようない

じめでも深刻化する可能性があるという危機意識

を持ちまして、いじめを早期に発見し、適切に対

処するよう、様々な専門家や関係機関と連携し、

学校、家庭、地域が一体となって、いじめの未然

防止、早期発見、適切な対処に取り組んでまいり

ます。 

●定森 光委員  様々な専門家、そして、関係

機関としっかり連携して対応していくということ

であります。 

 いじめの防止においては、教員が最も児童と関

わりがあるということで、教員が子どものささい

な変化を見逃さないということが大切であるとい

うことは言うまでもありません。 

 しかしながら、学校現場も非常に多忙を極めて
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おり、教員だけがこの変化に気づけるわけではな

く、学校にはいろいろな人たちがいるわけですか

ら、学校にいるいろいろな関係者が子どもの変化

に気づけるようにしていく、そして、早期に対応

できるということが大事であると思います。 

 また、学校以外の場でもいじめが発生、発覚す

るということがあります。こうした学校外の子ど

もが過ごす場でもいじめを見逃さない、早期に支

援をしていく、そのためには、先ほど児童会館と

いうのも出ましたが、子どもが集まる場所であっ

たり、地域の町内会やいろいろな民間団体の人た

ちとの連携も重要でありますし、いろいろな方々

が必ずしも学校に相談するとも限りませんので、

児童相談所であったり、こども家庭センターで

あったり、こうした本市のいろいろな相談機関と

の連携も強化していくということがいじめ対策に

は重要であると思います。 

 学校だけでは対応が困難ないじめの事案も少な

くないわけでありますから、教育委員会だけでは

なくて、本市のいろいろな関係部局、これは子ど

もに関係する部局に限らず、今回はスポーツクラ

ブなんかもいじめに関わったわけですから、本当

に地域のいろいろな子どもが関わる場所で、子ど

ものいじめを早期に発見し、見逃さない、そし

て、すぐに支援していくということができるよう

に本市が一丸とならなければいけませんので、ぜ

ひ、町田副市長にリーダーシップを取っていただ

いて、本市がいじめ対策に一丸となって対策がで

きるように取り組んでいただきたいと申し上げ

て、私の質問を終わります。 

●竹内孝代委員  私からは、児童生徒の登下校

の安全対策、特に見守り体制について質問させて

いただきます。 

 現在、秋の交通安全運動が行われているところ

でありますけれども、児童生徒が安全に登下校を

するにはスクールガードの存在が欠かせません。 

 私の元にはスクールガードの方々から様々な声

が寄せられておりまして、特に、スクールガード

の人材不足について課題があるというふうに伺っ

ております。 

 日々、子どもたちの安全のために登下校を見

守ってくださっておりますスクールガードの皆さ

んについては、次第に年齢も上がっていき、本当

はまだ続けたいけれども、登下校を見守ることが

難しいことも出てきているといったことですと

か、新しくスクールガードになってくれるような

方々も多くはないというふうに聞いております。 

 このため、登下校の見守り体制が十分ではない

状態のエリアもあるのではないか、また、交通事

故から子どもたちを守るためにこうした状況をと

ても心配しているといったお声を伺ってまいりま

した。 

 そこで、まず初めの質問ですが、本市のスクー

ルガードの現状について伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  スクールガードの

現状についてのご質問でございました。 

 主に交差点において登下校時の見守り活動等を

行うスクールガードは、国の地域ぐるみの学校安

全体制整備推進事業を受けまして、札幌市では平

成17年から実施しております。 

 教育委員会では、防犯の専門家として、元警察

官をスクールガードリーダーとして委嘱しまし

て、スクールガードに対して指導・助言を行って

いるところです。 

 現在、スクールガードにつきましては、年間

200名程度の新規登録を行っておりまして、合計

で1,200名程度がそれぞれの担当する地域で活動

している現状でございます。 

 一方で、スクールガードの年齢等のご事情によ

りまして継続して活動することが難しいというこ

とから、年度末には新規登録の200名と同じくら

いの辞退者がいることが課題となっております。 

●竹内孝代委員  現在、1,200名程度のスクー

ルガードの皆様にご活躍いただいておりますが、

今の答弁にありますように、200名の方が新規で

入られるけれども、同数の方が登録を解除される

という現状が課題であるということであります。 

 学校では、春先の入学時期、新学年の開始時期
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と、特に新１年生などに交通事故が多いというふ

うにも聞いております。このため、今のお話にあ

りましたように、年度の初めに一定程度の人数が

スクールガードにご登録いただいているというの

は、大変重要でありますし、ありがたく思ってお

ります。 

 しかし一方で、登録者と同じぐらいの方々がそ

の後にお辞めになるということでありますし、ス

クールガードを引き受けてくださっている方々か

らは高齢化による負担感といったお声も伺ってお

ります。このままでは活動できるスクールガード

が減少するのではないかという危機感がありま

す。改善に向けては、学校や地域だけでの努力で

は難しく、札幌市教育委員会としてぜひとも踏み

込んだ取組をお願いしたいと考えております。 

 そこで、質問させていただきますが、子どもた

ちの登下校の安全を守るために大切な役割を担わ

れておりますスクールガードをどのように増やし

ていくお考えか、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  スクールガードの

増員についてのご質問でございました。 

 これまで、スクールガードの登録につきまして

は、年度初めだけではなくて、年間を通じて登録

していただけるよう、１年間を６期に分けまして

登録機会を増やしているところです。 

 しかしながら、新規募集の周知につきまして

は、現在、年度初めの１回のみとなっていること

から、今後は、周知の機会を増やすなどしまして

スクールガードの増員に努めてまいります。 

 また、スクールガードの活動や役割等につきま

して記載した募集チラシ等を新たに作成しまして

保護者や地域へ配布するなどして、地域における

交通安全や防犯に対する意識を一層高めまして、

登下校時の児童生徒の安全確保に努めてまいりま

す。 

●竹内孝代委員  スクールガード増員に向け

て、新たな取組を含めて対応してくださるという

ことでありますので、ぜひともよろしくお願いい

たします。 

 このスクールガードについては、地域の交通安

全だけではなく、防犯など、広く安全に寄与して

くださる貴重な存在だと思っております。特に、

昨今では、これまでにないような自然災害が増加

していることに加えて、ミサイル落下なども朝の

登校時にアラームが鳴るということが起きた経験

もありました。こうした場合、内閣官房が実施す

る全国瞬時警報システム、通称Ｊアラートが鳴る

ということになります。 

 実際、札幌でも朝の登校の時間にこうしたア

ラームが鳴ったという経験をしておりますが、ス

マートフォンを持たないような児童生徒にとって

は、登下校中にこうした警報が鳴った場合の対応

ということも心配されております。 

 道内の自治体では、室外の拡声器を設置して緊

急警報を子どもに直接知らせる体制を取っている

ところもありますが、広大な札幌市ではこうした

取組はなかなか困難であるということも理解して

おります。 

 学校や家庭以外の戸外で緊急警報が鳴った場

合、急な自然災害が発生した場合、どのように子

どもの安全を守っていく対応をしていくのか、こ

うしたことを明確にしておく必要があるというふ

うに考えます。 

 そこで、質問ですが、登下校時の児童生徒に対

する学校におけるＪアラートの対応についてどの

ように考えているのか、伺います。 

●喜多山児童生徒担当部長  登下校時の児童生

徒に対する学校における通称Ｊアラートの対応に

ついてでございますが、児童生徒の登下校につき

ましては、通学距離に応じて家庭を出る時間がそ

れぞれ異なることから、情報の受信時には様々な

場面や状況が想定されるため、そのときの状況に

応じて行動することが求められます。 

 このため、学校においては、児童生徒が自身の

安全を確保する行動が取れるよう、学校安全計画

に基づきまして、避難訓練や緊急時対応訓練など

におきまして繰り返し指導しているところです。 

 あわせて、それぞれの家庭の状況に応じた避難
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行動ができますよう、家庭で事前に確認するよう

に児童生徒に指導しているところです。 

 現在、札幌市においては、中学校区を基本とす

る小学校と中学校がパートナー校として小中一貫

した教育に取り組んでいることから、今後は、

パートナー校同士が地域の小・中学生に向けまし

て、一体となって緊急時の対応ができるようにす

るなど、小・中学校が連携して地域の児童生徒の

安全確保に取り組むよう働きかけてまいります。 

●竹内孝代委員  当然、自分自身の命を守るよ

うに家庭や学校での事前指導が大切だということ

は十分承知をしております。それに加えまして、

今お話がありましたように、中学校、小学校の

パートナー連携ということにも取り組んでいきた

いということでありました。よろしくお願いいた

します。 

 児童生徒がスマホを持っていない場合、登下校

時に持っていませんので、そもそもＪアラートに

気づくことすら難しいという状況も想定されま

す。そうした意味では、こうしたスクールガード

の増員というのは、このような児童生徒に気づか

せていく上でも重要ではないかなというふうに改

めて感じております。 

 ぜひとも、子どもたちの安全を守るための体制

強化として、スクールガードの増員、また、今お

話がありました中学校、小学校のパートナー連携

にご尽力いただくようお願いを申し上げます。 

 加えて申し上げますと、私ども議員の元には、

スクールガードの方々をはじめ、学校関係者や地

域の方々から、通学路で危険だなと思われるよう

な道路や交通に係る改善要望をいただくことがあ

ります。道警、札幌市など関係機関と連携して改

善していくわけですが、例えば手押し信号を設置

してほしいということもあります。 

 ただ、こうしたものの中には、どんどん改善し

ていって、札幌市のホームページでもしっかりと

報告をいただいている改善の事例もたくさんある

ことは十分承知しておりますが、中には、長きに

わたって地域、学校、スクールガードの皆さんが

要望しても、北海道からは予算の問題から改善が

なかなかできないと、こうしたものもあるわけで

あります。 

 実際に、学校や地域から道警に要望書を出して

も10年ぐらい進展しなくて困っているという案件

がありまして、実際に見ましたら、先ほど申し上

げたようなスクールガードがいないと交通量が多

くて道路を渡れない、そうしたところに手押し信

号を設置したいという要望でございました。 

 早速、私も要望を出させていただきましたけれ

ども、今回の質問を通じて一つお願いしたいこと

は、例えば、こうした道警に対するような地域か

らの要望活動は、地域、学校、スクールガードの

皆様だけに任せるのではなく、改善されずに長き

にわたって困っているようなものの中で特に重要

だと考えられるような案件については札幌市教育

委員会として要望するとか、そういうような一歩

踏み込んだ取組も必要なのではないかというふう

に思っております。 

 山根教育長、こういうことが可能かどうかを含

めて、一度、ご検討いただきたいというふうにお

願い申し上げます。 

 児童生徒の登下校の安全を守る取組の強化・充

実を求めまして、質問を終わります。 

●太田秀子委員  私からは、２項目、高等学校

等生徒通学交通費助成についてと大規模校の適正

化について質問いたします。 

 最初に、高等学校等生徒通学交通費助成につい

てです。 

 この交通費助成は、2018年に制度設計されまし

た。当時は、自宅から札幌市内の高校などへ通う

場合、大半の生徒は、均一運賃区間のバス一本と

地下鉄の乗り継ぎで通学することができるとし

て、この場合の通学定期券の最高額を考慮し、１

万3,000円を補助基準と決めて、その基準額を超

える分の半額を助成するというものです。 

 制度開始の2018年に583人だった利用者は、そ

の後、640人、734人と増え、決算額も2018年は約

1,630万円、2019年は約1,900万円、途中減少はし
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たものの、2023年は約1,980万円となっていま

す。 

 利用者や決算額の経緯を見ますと、保護者、生

徒に喜ばれ、活用されている制度であることがよ

く分かります。 

 この事業は、長期的な目的を、通学交通費の負

担を軽減することにより、市内に居住する高校進

学者が通学交通費の負担を理由に進路選択の幅を

狭めることを防ぐとしています。代表質問でも述

べましたけれども、現在、市民の暮らしは大変で

す。 

 2022年と2023年を比較しますと、市民所得は平

均で10万円弱増えたものの、社会保険料などの非

消費支出が10万円強増えています。本来、税など

を払った後の可処分所得が物価高騰を上回らない

限り、生活は苦しいままです。 

 そして、今月、北海道新聞にも、節約を重ねて

教育費を捻出するが限度がある、家計支出の大半

は食べ盛りの子どもたちの食費と教育費が占め、

物価高騰が家計を圧迫する、このような保護者の

声が報道されていました。 

 困窮世帯とありましたけれども、そこに限ら

ず、教育に係る費用は大きな負担があると聞いて

いるところです。 

 何をおいても子どもに係る費用は優先したいと

思っていますけれども、できない、限界というと

ころまできています。 

 このような情勢の中で、市民のニーズがある施

策を拡充することで子育て世帯への支援を広げる

ことが求められているのではないでしょうか。 

 2018年は、均一運賃区間のバス一本と地下鉄の

乗り継ぎで１万3,690円と試算していました。し

かし、本市のホームページにあります、今年申請

される方へのお知らせでは、同じ利用交通機関の

定期券は１万4,400円となっています。基準額１

万3,000円を超える半額助成としては１か月345円

から700円になっていることは承知しております

けれども、保護者の負担も増えて家計を直撃して

います。ですから、本市の高等学校等生徒通学交

通費助成が、市民に喜ばれ、利用されているのだ

と確信いたします。 

 ここで、１点目の質問をいたします。 

 基準額を超えた分の半額補助を改め、一人一人

の補助単価を上げるべきではないかと思いますが

いかがか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  基準額の見直しについて

というご質問かと思います。 

 高校生の交通費助成につきましては、未来を担

う人材を育成するという趣旨で実施しておりまし

て、政令指定都市では、本市と神戸市に限られる

手厚い取組というふうになってございます。 

 近年、公共交通の運賃の上昇に伴いまして、本

助成における対象者と補助実績は共に増加傾向に

ありますけれども、制度の趣旨を踏まえ、教育委

員会としましては、当初からの基準額を維持して

きたところでございます。その見直しにつきまし

ては、今後も、制度の趣旨や助成の実績、交通費

の状況などを見据えながら、引き続き検討してま

いりたいと考えております。 

●太田秀子委員  ぜひ検討していただきたいと

思います。 

 やはり、必要な予算として増額要望をしていた

だきたい。今の答弁にもありましたけれども、こ

の制度について、将来を担う人材育成、子育て支

援に資することを目的として高校生などへの通学

費助成を行っていると本市はこの制度について

言っておりますので、やはり、この目的に照らし

て、予算が必要な分は増やして補助単価を上げて

いただく検討をしていただけますように要望いた

します。 

 この制度は、インターネットで申請ができ、冬

期のみなどの利用も可能、年度末に一括支給だけ

れども、希望者には10月の支払いも可能など、利

用者に寄り添った取組であることはとてもうれし

く思っております。 

 一方で、先ほどのホームページにあるお知らせ

には、四つのパターン、例えば、バスと地下鉄の

定期、バスのみ３か月の定期を買っているなど、
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四つのパターンの助成金額の計算例が載っている

のですけれども、実際にかかっている定期代に対

する補助率に差があることが分かります。

4.38％、4.8％、5.3％、13％という違いがありま

す。 

 2021年に質問をしたときにも私は申し上げまし

たけれども、これは基準額を超える分の２分の１

の助成であることにより、助成率に差が出る制度

となっているのです。利用する世帯が平等に助成

を受けられることが大事であると考えています。 

 制度が開始されて６年になります。前回の質問

でも、利用者の声を聞くなど検証してほしいとい

うことを求めたところです。 

 そこで、質問いたしますけれども、よりよい制

度にするため、まずは利用者の意見を聞くべきで

はないかと思いますが、どのようにお考えか、伺

います。 

●佐藤学校教育部長  利用者の意見を把握する

ということについてのご質問かと思います。 

 この制度については、広報さっぽろのほか、

リーフレットやバスでの車内放送に加えて、ＳＮ

Ｓでの発信など、広く周知するように努めてきた

ところでございます。 

 今後とも、そうした機会を通じて市民の皆様か

らご意見が寄せられた場合には、検討の参考にし

てまいりたいと考えております。 

●太田秀子委員  私がやってほしいと思うの

は、このことに対して、皆さんは使ってみてどう

ですかとか、使っていない方はどうしてですかと

か、こちらから積極的に聞いていただきたいと

思っているわけです。周知を広くしていただいて

いることも存じ上げておりますけれども、ぜひ、

積極的にご意見を聞いて、改善ができればと思い

ます。 

 そして、念のために申し上げますけれども、制

度開始のときから１万3,000円を基準としていま

すが、先ほどから言っておりますように、交通費

が高騰しています。ですから、それをもって基準

額を高くしていくとか、助成率を一律にするけれ

ども、それを引き下げるとか、そのようなことは

もちろんですけれどもやっていただきたくありま

せんし、市民も認めるわけにはいかないと思うと

思います。 

 制度の目的に沿って、よりよい制度にしていた

だくように求めまして、この質問は終わります。 

 次は、大規模校の適正化について質問いたしま

す。 

 私は、２年前の決算特別委員会でも、大規模

校、特に、東区の札苗地区の大規模校について質

問をしてきました。 

 全国の大規模校改善の経験をいろいろ見てみま

したけれども、過去にプレハブの教室を設置した

というところもありました。それがいいのかどう

か分かりませんけれども、大規模校の適正化はも

う待ったなしというところまで来ています。 

 私は、地域の公共施設、公園などの活用ですと

か、民間の皆さんにもご協力いただくとか、広く

検討はできないものかと思っています。他部局と

も連携して大規模校の解消を図っていただきた

い、そういう思いを込めて質問をいたします。 

 小・中学校は、子どもにとって１日の大半を過

ごす、そして、大事な成長期を過ごす場所です。

札幌市教育委員会では、2018年に改定した札幌市

立小中学校の学校規模適正化に関する基本方針に

おいて、小・中学校について、小学校では通常学

級18学級から24学級、中学校では12学級から18学

級を適正規模と定め、現在、市内各地区において

小規模校を対象とした学校規模適正化の取組を進

めています。 

 ここで、質問いたします。 

 学校規模適正化の基本方針に基づく取組は、小

規模校に力点が置かれ統廃合を進めており、基本

方針には大規模校については明記もされておりま

せん。大規模校は適正化していく対象ではないと

いう捉えでいいのかどうかを伺います。 

●池田学校支援担当部長  学校規模適正化に関

する基本方針における大規模校の位置づけについ

てでございます。 
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 学校規模適正化の基本方針につきましては、札

幌市におきまして、少子化による児童生徒の減少

が続く傾向でございますことから、それを踏まえ

まして、主として小規模校の教育環境の向上に軸

足を置いたものでございます。 

 一方で、基本方針でも、特別教室の利用や学校

行事の実施に影響する場合もあるなど、大規模校

の課題についても触れておりますとおり、取組方

針として明記しておりませんけれども、大規模校

を含めました全ての学校が適正規模になることが

望ましいと考えているところでございます。 

●太田秀子委員  大規模校も含めて適正規模が

望ましいということでありました。しかし、明記

はしていないということでもありましたので、や

はり明記していただきたいと思うのです。 

 2022年の決算特別委員会で、私は、東区の大規

模校について、大規模校も適正規模にすべきだと

いう質問をしました。その際、将来的な児童生徒

数、学級数の推移を見ながら、教育上の支障がな

いよう適切に配慮していく、このような答弁であ

りました。今の質問に対しても、大規模校も含め

てやっていくというお話ではありましたけれど

も、やはり消極的な印象があります。 

 これまで、保護者から要望があっても、教室が

ないために特別支援学級は設置できないですと

か、普通教室が足りなくなれば特別教室を転用す

るという急場しのぎの対応が常態化してきました

けれども、同じことが繰り返されないようにして

いただきたいと思います。 

 文部科学省は、2015年、公立小学校・中学校の

適正規模・適正配置等に関する手引で、25学級以

上を大規模校、31学級以上を過大規模校としてい

ます。地域によっては、国の基準である12学級か

ら18学級を下回る場合の基準と併せて、標準を超

える規模を分類して独自に大規模校や過大規模校

の目安を設定し、必要な対応を検討していく事例

も見られますと書いてあります。 

 まるで自治体の判断でやりなさいというふうに

読み取れるのですけれども、本市では、2024年度

現在、札幌市立の全小学校196校のうち、小学校

の適正規模として最も多い学級数とされている24

学級を超える規模の学校が８校あります。全中学

校95校のうち、中学校の適正規模として最も多い

学級数とされている18学級を超える規模の学校は

11校存在しています。 

 特に、東区の札苗地区にある札苗北小学校は33

学級、札苗緑小学校は31学級で、過大規模校で

す。札苗北中学校は28学級で大規模校、いずれも

市内で指折りの過大規模校となっており、施設面

で見たときに相当に過密な学校になっていること

は明白です。 

 教職員の立場から見ても、児童生徒数が少ない

場合は、個々人の個性や発達に目が届きやすいで

すし、授業の進め方も工夫ができるでしょうけれ

ども、ここまで多いと、授業を理解している生徒

としていない生徒が極端に分かれていたとして

も、対策を取る時間すらないのではないか、対策

がされないまま進むケースが多いのではないかと

心配いたします。もしそうなりますと、その後の

学習に影響を与えかねないわけです。子どもの教

育環境として望ましくありません。 

 ここで、伺いますが、児童生徒が施設内で過密

していることによる教育上の支障はないのか、ま

た、教育上の支障をどのように判断しているのか

を伺います。 

●池田学校支援担当部長  子どもたちが過密し

ていることによる教育上の支障についてというこ

とでございました。 

 子どもたちの活動の中心となります普通教室を

まずは最優先に確保する必要があると考えており

ましたことから、札苗北小学校、札苗緑小学校、

札苗北中学校の３校では、これまでも児童生徒数

の増加に応じまして、転用可能な部屋を普通教室

に変える改修を実施してきたところでございま

す。 

 一方で、大規模校では、人数が多いことにより

まして、特別教室や体育館などの利用に一定の制

限が生じる場合があることも事実でございます。 
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 そのような中、学校では、学校行事やカリキュ

ラムの創意工夫により、子どもたちの活動に支障

が生じることのないよう、できる限りの対応をし

ていただいているところでございます。 

 教育委員会といたしましても、子どもたちが制

限なく活動できることが望ましいと考えておりま

して、教育上の支障がある場合につきましては、

できる限り解消していく必要があるものと認識し

ております。 

●太田秀子委員  いろいろと制限が生じますか

ら、行事ですとかカリキュラムですとかいろいろ

と工夫を重ねてきたということでした。 

 先ほども紹介しました文部科学省の手引ですけ

れども、ここにも書いてありました。通学区域を

見直すですとか、いろいろと書いてあるのですけ

れども、やっぱり、こういうことを東区でも、札

幌でもやっていって、それでも大規模になってい

るのだと。先ほど、文部科学省のことも、自治体

の判断で検討しなさいということかと私は言いま

したけれども、本当に実効性のないような中身に

なっていまして、とても心細いといいますか、不

安だなというふうに私も思っているところです。 

 そして、文科省の手引ですけれども、過大規模

校や大規模校について、教師集団としてきめ細か

な指導を行うことが困難であり、問題行動が発生

しやすい場合があると、こういうこともちゃんと

分析して書いてあるのです。まさしく、そのよう

な中で現場の先生は本当に頑張っておられます。

授業に入るまでの間に、あるときは生徒の話を聞

いてコミュニケーションを取りながら、とにかく

授業が成立することに精いっぱいだ、本当は生徒

のために授業をもっとよくしたいと思っている、

このような声を伺ったところです。職員室にもい

る時間はありませんし、そもそも職員室も狭いよ

うです。どれもこれも目に浮かぶような状況では

ないでしょうか。 

 児童生徒にとって学び、成長する環境としては

ふさわしくありませんし、先生の頑張りに頼らざ

るを得ない状況が常態化しているということは尋

常ではありません。 

 施設についても伺いたいと思います。 

 もうスペースも確保できないという中で、以前

は特別教室で行っていた授業がどのようになって

いるのかと思います。 

 そして、特に心配しているのはトイレです。児

童生徒数に見合った数がちゃんとあるのか、ま

た、スペースがない中で児童生徒の教室から近い

配置にちゃんとあるのかどうか、それなども心配

しているところです。 

 学校全体で見た場合、トイレの数は満たしてい

るかもしれませんけれども、フロアにより整備数

が少ない場合もあると考えられます。あるならば

改善していただかなければと考えます。 

 ここで、伺います。 

 トイレの増設はどのようになっているのかをお

答えいただきます。 

●池田学校支援担当部長  大規模校のトイレの

増設の状況についてです。 

 東区の札苗北小学校、札苗緑小学校、札苗北中

学校の３校につきましては、それぞれ洋式トイ

レ、和式トイレを合計しました男女の大便器数や

男子の小便器数の必要とされている数につきまし

ては満たしておりますけれども、委員がご指摘の

とおり、フロアごとの整備数につきましては万全

とは言えない状況であると認識しております。 

 また、洋式トイレだけを見た場合につきまして

も、平成30年に札苗緑小学校で改修を行いまし

て、その時点での児童生徒に基づく必要数は満た

しておりましたけれども、その後、児童生徒数の

伸びによりまして、現状では一部に不足が見られ

るところでございます。 

 学校におきましては、着席時間の工夫などによ

りまして対応していただいているのが実態でござ

いまして、もう少しトイレの数を増やしてほしい

という声があるのも事実でございます。 

 施設のレイアウト上、増設が難しい場合もござ

いますけれども、和式トイレの洋式化など、子ど

もたちが使いやすい環境を整備していくことは必
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要であると認識しておりますので、今後も学校と

相談しながら検討してまいりたいと考えておりま

す。 

●太田秀子委員  やはり、フロアとしては十分

でない、それから、洋式化したときに、一旦数は

足りたのだけれども、子どもが増えていますから

不足も見られるのだということでありました。 

 使いやすい環境というお話でしたけれども、和

式から洋式にして使いやすいということももちろ

んですけれども、教室から近いとか、十分足りて

いるという使いやすい環境が大事ですから、ぜひ

取り組んでいただきたいと思います。 

 子どもがトイレを我慢して帰ってくるというお

話を保護者から聞いたことがあります。これは、

子どもたちの健康の確保として大丈夫なのかと

思ったところです。 

 子どもの権利条例に基づいて、子ども未来局が

例年実施しております子どもからの提案・意見募

集ハガキという取組がありますけれども、2023年

３月発行の子どもの権利ニュースでこの取組を紹

介していました。誰もが快適に過ごせる学校施

設ってどんなものだろうというテーマに、子ども

たちから、洋式トイレを待つ人が多く、休み時間

に行けないことがあるなど、学校の中でも使用す

る頻度の高いトイレと水道についての意見が一番

多く寄せられていました。大規模校に特化した意

見ではありませんので、どの学校にも共通してい

ることだと思います。 

 洋式化を進めているというお話も伺っています

けれども、やはり、必要な場所に必要なトイレ数

がないということは、トイレに並ぶというだけで

なくて、行けないことも、間に合わないことも起

きるのではないかと思うところです。学校全体の

施設の窮屈さに加えて、トイレも我慢しなければ

ならない、これはやはり早急な改善が必要だと思

います。 

 大規模校特有の課題、施設の過密による弊害に

ついては、学校が一番よく分かっていることです

し、ご苦労されているところです。 

 ここで、質問いたしますが、大規模校の課題の

改善について、学校と協議をしているのか、その

内容はどのようなものか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  大規模校との協議に

ついてというご質問でございました。 

 これまでも、各校と施設の運用面における状況

確認や改善のための意見交換を行っておりまし

て、寄せられた要望には可能な範囲で対応してき

ているところでございます。 

 学校からは、予算配分時の工夫ですとか、やは

りトイレに関する強い要望がございますけれど

も、引き続き、学校からの要望につきましては可

能な範囲で対応していきたいと考えております。 

●太田秀子委員  この場合、聞いてほしいとい

う類いの相談ではなくて、やはり課題の改善を願

う相談であると思います。前回やった質疑でもそ

うですけれども、可能な範囲というものを超えて

いますので、特別教室を普通教室に変えていると

いうところではもういっぱいいっぱいだと伺って

おりますから、可能な範囲というところでは、本

当に直してほしいというところは直らないのでは

ないかと思うわけなのです。ですから、教育委員

会のほうから積極的に学校改善のために学校に

しっかりと関わっていただくことが非常に大事だ

と思います。 

 人口推計では将来の児童数が減ることが予測さ

れていますけれども、本市が示す適正規模になる

には10年もかかる、それほどの時間が必要だと私

は考えています。その間、このままの状態でよい

とは思っておりません。 

 そこで、質問いたします。 

 今後、札苗地区の大規模校の教育・施設環境に

ついてどのように取組を進めていくのか、伺いま

す。 

●池田学校支援担当部長  大規模校の教育・施

設環境の整備についてということでございますけ

れども、今後も、学校との意見交換を継続する中

で、対応可能な要望には引き続き速やかに対応す

るよう努めてまいります。 
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 また、引き続き、ほかの地区につきましても、

児童生徒数の動向をしっかり把握いたしまして、

学級数の減少に併せて普通教室への転用を行った

特別教室の復元を行うための改修の実施を検討す

るなど、教育環境を整えてまいりたいと考えてお

ります。 

●太田秀子委員  今はそのような答弁しかでき

ないのだろうということは分かりますけれども、

私は、この質問を準備しながら、改めて教職員の

労働環境と子どもの学習環境は、イコールといい

ますか、同じところにあるのだなと認識しまし

た。 

 ですから、学校とも十分協議をしていただきた

いですけれども、可能な範囲を超えたものが何か

できないのかと最初にお話ししました。やはり、

地域の様々な施設や民間の方が持っている土地な

ど、いろいろな範囲でご検討をしていただいてい

ると思いますけれども、ぜひそこを強く進めてい

ただきたいというふうに思うわけです。 

 最後に申し上げたいことがあります。 

 文部科学省の手引には、新たな都市計画や住宅

開発などによって児童生徒数は急激に増加する例

も見られるとして大規模校の課題が書かれている

のです。全国的にも、大規模校の背景には、住宅

開発でファミリー層が増えたことなどが挙げられ

ています。教育委員会の枠を超えて、これはまち

づくりの在り方になるかと思いますけれども、町

田副市長もおられますので、ぜひ申し上げたいと

思います。 

 札苗地区もそうなのです。札苗緑小学校が開校

したのは1994年、そのときは既に18学級でした。

その後もどんどん宅地開発が進む中で、2014年に

は24学級、2024年には31学級になっているので

す。 

 今後、学校統廃合などで学校跡地の問題が始ま

ると思います。全国では、児童が減ったために統

廃合をしたのに、跡地にタワーマンションが建っ

て、子どもが増えて、結局また大規模校になっ

た、このような事例も出ているわけです。 

 開発事業というのは、子どもの教育環境を守る

対策や、ほかの地域課題の場合もあるかもしれま

せんけれども、それらとともにあるべきだと思う

のです。どのような地域をつくるのか、部局が

別々ではなくて、広く議論していくことが大事な

のではないでしょうか。 

 児童生徒の学校受入れを十分に満たす計画が並

行してつくられていきながら宅地開発を再開する

ですとか、行政が開発をコントロールしながら、

誰かが困るまちづくりではなくて、みんなに住ん

でよかったと思っていただけるようなまちづくり

であるべきだと思うわけです。 

 今後の開発事業にも生かしていただきたいとい

うことを求めまして、質問を終わります。 

●藤田稔人委員  私からは、中学校における部

活動の地域移行についてお伺いいたします。 

 部活動は、学校の通常授業だけでは見つけられ

ない人間力を涵養する教育活動であり、その教育

的意義や役割は学校現場の誰もが認識しているも

のと考えます。 

 運動部活動に関しては、体力や競技力の向上は

もちろんのこと、それに加えて、仲間との強い絆

を築くとともに、困難を共に乗り越える力を学ぶ

など、心身ともにたくましく鍛え、子どもから大

人に成長する過程で重要な役割を果たすものと考

えております。 

 日本社会において、これまで部活動が子どもた

ちに与えてきた教育的意義や役割については計り

知れませんが、一方で、少子化による活動規模の

縮小や指導を担う人材の不足など、部活動をこれ

までと同じような形で維持していくのが困難な状

況にあることも事実であります。 

 私は、この状況に危機感を抱いており、私自身

の公約として、円滑な部活動の地域移行を重要課

題として掲げ、いかに札幌の子どもたちに将来に

わたって持続可能で多様なスポーツや文化芸術活

動を提供していくことができるかを考えており、

我が会派としても部活動の地域移行に関しては継

続的に質問してまいりました。 
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 スポーツ庁と文化庁が示す部活動地域移行のガ

イドラインにおいては、休日における学校部活動

の地域連携や地域クラブ活動への移行について、

令和５年度から令和７年度までを改革推進期間と

位置づけており、この10月でちょうど折り返し地

点となるところです。 

 そこで、質問ですが、令和５年度から現在まで

の札幌市における部活動の地域移行に向けた取組

の進捗状況とその成果についてお伺いさせていた

だきます。 

●佐藤学校教育部長  令和５年度から現在まで

の地域移行に向けた取組の進捗状況と成果につい

てお答えいたします。 

 部活動の地域移行に向けましては、まずは、休

日の部活動から段階的に移行を進めるため、地域

の関係団体等と連携協力しながら、将来にわたり

子どもたちにスポーツ・文化芸術活動に親しむこ

とができる一層豊かな機会を確保するための新た

な環境整備が必要であるというふうにされている

ところでございます。 

 このため、昨年７月に部活動地域移行及び地域

スポーツ・文化芸術活動の機会確保に向けた検討

委員会を立ち上げまして、これまでに２回、委員

会を開催して、地域の関係者から様々な意見を聴

取してきたところです。 

 また、令和５年度におきましては、地域スポー

ツクラブ活動の実証事業として、市立高等学校等

を会場に、中学生、高校生が合同で参加するバド

ミントンの練習会を実施いたしました。 

 加えまして、今年度におきましても、札幌市ス

ポーツ協会と連携した多種目体験型スポーツ教室

や民間企業と連携した地域文化クラブ活動を実施

しており、これらの実証事業を進めながら、新た

な地域クラブ活動の整備に向けた課題等について

検証しているところございます。 

●藤田稔人委員  様々な企業や関係団体と連携

しながら、学校外に子どもたちの多様な活動の場

を新たに創出するための様々な実証事業を進めて

いるとのご答弁でございました。 

 日頃から地域で子どもたちの指導に携わってい

らっしゃる方々から私も様々な意見を聞いており

まして、また、私自身もサッカーなどのスポーツ

活動に携わっているので、地域においてスポーツ

活動を維持していくことの難しさについては理解

しているつもりでございます。 

 また、地域の子どもたちのスポーツ・文化芸術

活動に対するニーズが昔と比べて多様化している

ことも痛感しているところです。 

 ぜひ、様々な企業や関係団体等と連携しなが

ら、札幌市において持続可能な形の新たな活動環

境の整備に向けた取組を進めていただきたいと考

えております。 

 また、昨年度から新たな委員会を設置して検討

を進められているとのご答弁でもございました。

この検討委員会のメンバーには、札幌地区サッ

カー協会をはじめ、市内の競技団体関係者が多数

参加しているものと承知しております。 

 部活動の地域移行については、地域のスポーツ

団体や文化芸術団体の方々も様々な思いを持って

いらっしゃることと思いますし、円滑な部活動の

地域移行の実現に向けてはこれらの方々のご協力

が不可欠であると考えております。 

 そこで、質問ですが、これまでの検討委員会に

おいて、どのような意見が出されていて、どのよ

うな検討がなされているのか、お伺いをさせてい

ただきます。 

●佐藤学校教育部長  検討委員会における検討

の状況についてということでございますが、検討

委員会では、札幌市の実情に応じた部活動の地域

移行の方向性を示す必要があることに加え、生徒

の多様なニーズに応じた活動の場の創出や持続可

能な地域クラブ活動のモデルを構築することの必

要性などについて、様々な意見をいただいている

ところでございます。 

 このような検討委員会における意見を踏まえま

して、今年度の実証事業においては、小学生向け

アンケートで、希望の多かった従来の部活動には

ない種目であるダンス、カーリング、プログラミ
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ング、ｅスポーツなどを取り上げております。ま

た、持続可能な体制の構築に向けて、今年度の実

証事業では、受益者負担の観点から一定の参加費

を設定しており、実証事業における収支構造の検

証等を行いながら検討を進めているところでござ

います。 

●藤田稔人委員  ぜひ、関係者の声を丁寧に酌

み取りながら進めていただきたいと考えておりま

す。 

 ただいまのご答弁の中で、検討委員会において

は、札幌市の実情に応じた地域移行の方向性を示

すべきという意見が出されていたということでご

ざいましたが、その点に関しては私も同意でござ

います。 

 地方では、部活動の地域移行の先進事例が幾つ

かありますが、札幌市がそれと同じ環境にあるわ

けではないと考えており、独自のスタイルを模索

していく必要があると考えております。 

 私は、従来から、市内のアスリートのセカンド

キャリア支援の観点からも、部活動等の子どもの

スポーツ活動にアスリートを積極的に活用すべき

という意見を持っております。 

 これまでのご答弁で聞かせていただいた取組

も、新たな活動の場の創出という点では評価でき

るところでありますが、文字どおり、学校の部活

動を地域に移行する取組という観点からは、まだ

まだ弱い印象を受けております。 

 競技や種目によって様々なパターンが考えられ

ますが、競技人口や指導者数によって手法は異な

ります。競技人口や指導者数をそれなりに確保で

きる競技、種目は、現行制度のままでも大きな問

題がないこともありますし、早急に改革に乗り出

さなければならない競技人口や指導者数の少ない

部活動は、例えば、各競技や種目ごとに拠点とな

る活動場所を各区の学校に１か所ずつ、市内に合

計10か所設置して、そこを部活動の地域移行の受

皿とする、拠点とするといった積極的な取組が必

要ではないかと考えております。 

 また、地域に部活動の指導者がいたとしても、

その指導者が自前でグラウンドや体育館などのス

ポーツ施設を用意することは到底困難であります

から、学校施設の利用についても弾力的な運用を

検討するなどの必要もあると思っております。 

 このように、運営費用や活動場所の確保、指導

者の育成など、解決すべき課題が山積しているこ

とも十分承知しておりますが、まさに、これらの

課題解決に向けた観点からも、今後、札幌市にお

ける部活動の地域移行の方向性を検討するに当

たっては、地域の企業や専門的人材等を積極的に

活用していくことも必要であります。 

 そこで、質問ですが、地域資源を生かした部活

動の地域移行の在り方について検討が必要である

と考えますが、どのようにお考えか、お伺いさせ

ていただきます。 

●佐藤学校教育部長  地域資源を生かした部活

動の地域移行の在り方についてお答えいたしま

す。 

 地域移行の方向性の検討に当たりましては、競

技、種目ごとに競技人口や課題等が異なることか

ら、地域の関係団体と個別に調整しながら、実現

可能な地域移行の在り方について検討するという

ことが必要であると認識しております。 

 今後は、委員のご指摘にもありましたように、

地域の関係団体等と連携の下、地域の専門的人材

の活用により、実践的な部活動の地域移行のモデ

ル事業を実施して、成果や課題の検証等を進めな

がら、札幌市における望ましい部活動の在り方に

ついて、引き続き検討してまいりたいと思ってお

ります。 

●藤田稔人委員  部活動は、生徒、保護者、教

員、外部指導者など、様々なステークホルダーが

関与する活動であり、それぞれの思いや期待を尊

重しながら円滑に地域移行を進めることは容易で

はないということも理解はしております。しかし

ながら、地域の関係者の意見を丁寧に反映させる

ことで、札幌市独自の持続可能な地域移行のモデ

ルをつくり上げていただきたいと考えておりま

す。 



 

- 291 - 

 部活動の地域移行は、単に部活動を学校から地

域に移行するための取組ではなく、これを通じて

子どもたちが本当にやりたいスポーツや文化芸術

活動に部活動として取り組むことができることが

重要であり、札幌市全体のスポーツ・文化芸術活

動の活性化にも寄与するとともに、地域の活性化

や持続可能なコミュニティーづくりにも大きく影

響するものであると考えております。 

 地域のスポーツクラブや文化団体と連携するこ

とで、子どもたちに多様な体験が提供されるとと

もに、地域のアスリートやアーティストから直接

指導を受ける機会や地域住民が参画する機会が増

えることは、地域が一体となって子どもたちを育

てる環境の整備にもつながるものです。 

 また、地域資源を最大限に活用した活動の場の

創出は、地域への愛着を育む要素となり、子ども

たちが将来の指導者となり、地域の未来を担う存

在となるような好循環が生まれることも期待され

ます。 

 部活動の地域移行を進めることは、将来の札幌

の子どもたち、そして、地域コミュニティーを元

気にすることにつながるものである思いを共有し

ていただきながら、早急に札幌市における望まし

い部活動地域移行の方向性を一定の方針として示

すことができるよう、引き続き取組を積極的に進

めてください。よろしくお願いいたします。 

●村松叶啓委員長  ここで、およそ20分間、委

員会を休憩いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後３時４分 

      再 開 午後３時25分 

    ―――――――――――――― 

●たけのうち有美副委員長  委員会を再開しま

す。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●うるしはら直子委員  私からは、学校施設整

備の進捗状況について、また、学校給食に関連し

まして、給食室の暑さ対策について、また、公会

計化後の学校給食費について質問します。 

 近年、建設業界の需要が増し、働き方改革に伴

う慢性的な人手不足や人件費、資材の高騰などの

影響により、本市の発注工事において多くの入札

不調が発生していると伺っております。 

 こうした事態が長く続けば、市民生活や経済活

動に不可欠なインフラの維持管理ができなくなる

と大変危機感を覚えております。とりわけ、学校

施設の整備は、単なる老朽化対策だけではなく、

バリアフリー化ですとか暑さ対策など、教育環境

の充実を図るものが多く、整備が遅れた場合は子

どもたちの教育にも大きく影響が出ることから、

確実に実施されなければなりません。 

 昨年の第二部決算特別委員会におきまして、私

から、都市局における公共施設の入札不調につい

て質問したところ、学校をはじめとして、特にト

イレや流し台、水周りの配管などの施工に係る衛

生設備工事の入札不調が増えているとの答弁があ

りました。様々な対応を行っているとのことでは

ありましたけれども、この施設整備全体において

の状況が気になるところです。 

 そこで、質問ですが、まず、令和５年度におけ

る学校施設整備に関する入札の実施状況について

伺います。 

●池田学校支援担当部長  学校施設整備に関す

る入札の実施状況についてのご質問でございまし

た。 

 学校施設整備関連では、例年、約120件の工事

を発注しておりますけれども、令和５年度におき

ましては、特に機械設備工事を中心に入札不調が

多数発生しております。 

 結果的に、１件の工事で最大４回の入札不調が

あったものも含めまして、年間で累計48件の入札

不調が発生いたしております。 

 最終的には、再度の入札によりほとんどの工事

で契約締結まで至っておりますけれども、最後ま

で契約締結に至らなかったのは、２校のリニュー

アル改修工事の建築、電気、機械それぞれの区分

の工事の合計６件でございます。 

 この２校のリニューアル改修工事につきまして
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は、令和５年度中の事業は見送りまして、翌年度

以降に、工事内容も含め、早急に再検討すること

としたものでございます。 

●うるしはら直子委員  やはり、入札不調がた

くさん起きているということで、特に、リニュー

アル改修の予定だった２校に関しましては、今

後、見送りもして翌年度以降に再検討するとのこ

とでしたけれども、リニューアル改修というの

は、施設の耐久性を高めるだけではなく、トイレ

の改修ですとか、エレベーターとか、バリアフ

リー的なことを整備するなど、子どもたちの教育

環境をよりよくするものです。 

 見送りとなった２校が今後どうなるのか、大変

気がかりであり、改修が実施されるまでの間も子

どもたちの教育環境が損なわれないように適切に

対応していただかなければならないと考えます。 

 また、入札不調の対応というのは、予定価格の

見直しですとか入札への参加意欲を喚起するため

の入札制度の見直しなど、全庁的な対応が必要で

すから、教育委員会がそれらの対策を施すのは難

しい、このことは理解しております。 

 とはいえ、入札不調が続く厳しい状況の中にお

いては、発注者である教育委員会としても、学校

運営に支障がない範囲で何らかの工夫ですとか対

策が必要ではないかと考えます。 

 そこで、質問ですが、今回事業を見送った２校

も含めて、今後のリニューアル改修工事につい

て、入札不調を生じさせないための対策について

どのように行っていくのか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  リニューアル改修工

事につきまして入札不調を生じさせないための対

策についてというご質問でございました。 

 リニューアル改修工事につきましては、これま

で、学校運営に支障がないよう、長期休業期間中

に工事を集中して行ってきたところでございま

す。 

 今般、改定を予定しております札幌市学校施設

維持更新基本計画におきまして、リニューアル改

修工事の内容を大幅に見直しまして、子どもたち

を仮設校舎に移動し、工事を通年化することで、

今までできなかった排水管や電気設備などの工事

を追加いたしまして、改修内容も充実させること

としております。 

 これによりまして、事業者にとりましても参入

しやすい工事になるのではないかと考えていると

ころでございます。 

●うるしはら直子委員  対策としては、特に長

期休業期間中以外の工事ということでした。それ

は一つの大きな手だと思うのですが、私も小・中

学校に長く勤務していた経験があって、こうした

不測の事態ですとか、本当に緊急のときに長期休

業期間以外で工事をしたというところはあるので

すけれども、やはり、どんなに頑張っても、騒音

の問題だったり、授業中に外部のいろいろな業者

の人たちが出入りするといった安全面のこともあ

りますので、学校の管理職、関係者、特に学校の

安全を管理する用務員さんですとか、そうした

方々とも意見交換をしながら適切に進めていただ

ければと思います。 

 このリニューアル改修は、老朽化の対策だけで

なく、子どもたちの教育環境の機能性向上にも資

するものでありますので、その中で、冷房設備の

進捗状況についても確認していきたいと思いま

す。 

 教育委員会では、令和９年度末までに全ての幼

稚園、学校の普通教室等への冷房設備の整備完了

を掲げており、現在はＰＦＩによる冷房設備の整

備に向けた手続を進めていると伺っています。 

 先ほども伺いましたが、特に人手不足の影響は

配管工事などを手がける機械設備業界で顕著であ

るとのことです。他都市においても冷房整備業事

業の入札不調が発生していることが課題とされる

中、約300校あります市内の幼稚園、学校の全て

の普通教室や職員室などに冷房設備を整備するの

は大変厳しいことは理解をしております。 

 しかし、保健室に冷房設備が整備され、次は早

く教室のほうにもと設置を待ち望む子どもたち、

また、保護者の声も多く聞かれております。 
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 そこで、この質問の最後ですが、学校施設の冷

房設備整備の進捗状況について伺います。 

●池田学校支援担当部長  冷房設備整備の進捗

状況についてでございます。 

 まず、普通教室に冷房設備を設置するまでの緊

急対応といたしまして、先ほど委員からもありま

したけれども、全ての学校の保健室へのエアコン

設置を実施いたしまして、本年夏までに稼働した

ところでございます。 

 普通教室へのエアコン設置につきましては、現

在、110校の契約を終えておりまして、これらの

学校につきましては、令和７年度末までには整備

が完了する予定でございます。 

 また、令和８年度以降に整備を予定しておりま

す177校につきましては、現在、ＰＦＩ手法によ

る手続を進めておりまして、これまでに事業者と

の対話を通じて入札に関する諸条件の整理を行っ

た上で、入札告示まで完了しておりまして、今年

度中に契約手続を終える予定でございます。 

 このほか、新・改築やリニューアル改修工事に

よりましても整備をする学校がありますので、そ

れらを含めまして、令和９年度末までに全ての学

校の普通教室にエアコン整備を完了する予定でご

ざいます。 

●うるしはら直子委員  まず、冷房設備の整備

状況について、現時点で滞りのないことが分かり

まして安心しました。しかしながら、全国に目を

向けますと、ＰＦＩによる整備でも、現在、応札

がない事例が生じるなど、今後、本市においても

情勢が変わって影響が出ることも考えられる状況

だと思います。 

 ほかの公共工事における冷房整備入札状況など

も、都市局とか関係局と常に情報を共有しなが

ら、まずは確実な整備を進めていただくこと、そ

して、仮に設置予定を変更せざるを得ないような

状況が生じた場合には、速やかに学校や保護者に

も連絡いたしまして、対策を図る、そして、しっ

かりと理解もいただきながら、何かしらの対策を

していただくことをお願いして、次の学校給食の

質問に移ります。 

 今ほどの質疑でも触れたとおり、学校における

児童生徒への暑さ対策としての冷房設備の整備に

ついては、保健室における整備を皮切りに、今

後、普通教室や職員室についても順次対応がなさ

れているところです。 

 子どもたちにとってよりよい教育環境を整備す

るためには、学校現場で働く職員の方などの働き

やすい環境整備も同時に必要です。 

 とりわけ、調理過程で加熱処理や食器洗浄等で

お湯を使用する給食室においては、高温多湿の環

境での作業を余儀なくされる状況にあることか

ら、食中毒防止といった観点からも給食室の暑さ

対策は必須です。 

 これまで、議会の質疑としては取り上げられて

こなかったと思いますが、官民問わず、現場で働

く調理員の方々からは大変苛酷な状況であるとの

声もいただいており、整備を図ることが子どもた

ちへの安全・安心な給食提供にもつながるものと

考えます。 

 一方で、給食室の冷房設備の整備については、

様々な課題があり、普通教室等への設置とは別に

検討を進めているように聞いております。 

 そこで、質問ですが、給食室への冷房整備に向

けてどのような課題があるのか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  給食室の暑さ対策に

ついて、給食室の冷房整備に向けた課題でござい

ますが、給食室の冷房整備に当たりましては、普

通教室とは異なる個別の事情に配慮する必要がご

ざいます。 

 具体的には、調理過程で発生いたします熱や蒸

気等に対応できる厨房用の機器の設置が必要とな

ることや、調理設備の配管が複雑に天井に入り込

んでいることから、機器の敷設に当たりまして綿

密な設計を要し、設置に当たっての期間やコスト

を検証することが必要となっております。 

 さらには、工事期間が延びた場合の給食提供手

法の検証も必要であるなど、給食室へのエアコン

整備に当たって独自の課題があることを受けまし
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て、普通教室とは別に検討が必要であると判断し

たものでございます。 

●うるしはら直子委員  厨房用の設備の設置や

複雑な配管を考慮した綿密な設計ですとか、給食

室独自の課題の検討が必要とのことでしたが、給

食室内は、今のご答弁にもありましたとおり、蒸

気の調理釜を使用しておりますので、ここ数年の

猛暑に限らず、常に高温多湿な状況にあります。 

 つい先日、文科省から、今年９月１日現在の公

立学校施設の給食調理場における冷房設備の設置

状況が公表されました。それによりますと、設置

されているという単独の調理場の全国平均が

83.6％であるのに対して、本市の設置状況は約

28％前後の設置率となっております。本市の場合

は、今までは夏の気温が本州と比べて比較的低

く、夏が短いということで、学校の建て替えなど

でドライシステムに移行していく中で、多くの調

理場をドライ運用に改善してきたといったことが

ありますから、今の段階でのこの数値は理解する

ところです。 

 しかしながら、食中毒警報が発令されるような

気温の高い時期などは、調理に従事する方は、私

も経験者ですけれども、頭の先から足の先まで全

身汗がびっしょりになって、１日に何度も被服を

取り替えるというような、サウナ以上の中で作業

しておりますので、これは早期の改善が望まれる

と思います。 

 そこで、質問ですが、その課題解決のためにど

のように検討を進めているのか、具体的な内容に

ついて伺います。 

●池田学校支援担当部長  課題解決のための検

討内容についてというご質問でございました。 

 給食室へのエアコン設置に当たりましてのコス

トですとか期間を検証するため、試行といたしま

して、白石区の小学校１校において厨房用のエア

コン３台を設置したところでございます。 

 あわせまして、暑さ対策の代替手法の検証のた

め、直営調理校３校の調理員に対しまして、電動

ファンつきの調理服を支給いたしまして、調理員

の体を個別に冷却する手法の効果も検証している

ところでございます。 

 なお、今後のエアコン整備工事が長期休業期間

中のみで対応できない場合に備えまして、工事期

間中の給食の提供につきまして、代替給食の提供

を外部委託により実施したところでございます。 

 これらの検証結果を踏まえまして、次年度以降

の給食室の暑さ対策を整理いたしまして対応して

まいりたいと考えております。 

●うるしはら直子委員  白石区の小学校で、

今、モデル的にエアコンの試行を実施していると

いうことでした。 

 また、今のお話にありました電動ファンつきの

空調服の使用がなかなかいいと思いますので、検

証作業をされている方も少しは作業しやすくなる

のではないかと思います。 

 現場で働く方々の声もしっかり聞きながら、よ

りよい空調服などの支給も進めていただきたいと

思います。 

 これらの試行実施を踏まえまして本格的な整備

を行う予定だと理解しますが、国の衛生管理基準

によりますと、給食調理場内の室温は25度以下、

湿度は80％以下に保つように努めるということが

しっかり明記されております。 

 昨年度の猛暑のような33℃を超える日が夏場に

あった場合、食中毒の可能性がかなり高まるな

ど、安全・安心な給食の提供が危うくなることも

考えられます。 

 また、さきの文科省の調査の結果では、北海道

での給食室内にある休憩室への冷房設備の設置率

は、特に北海道が低くて、札幌市においては０％

です。気候変動なども鑑みて、ここも検討すべき

だと思います。 

 これらも含め、給食室の暑さ対策の方向性を固

め、早急に整備していただくことを要望いたしま

す。 

 最後に、公会計化後の学校給食費について伺い

ます。 

 我が会派では、2023年３月の予算特別委員会に
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おいて、学校現場の働き方改革、業務負担軽減の

取組の一つとして、令和５年度から実施する学校

給食費の公会計化について質問をしたところで

す。 

 それに対しましては、公会計化することのメ

リットとして、教育委員会が一括して学校給食費

の徴収管理を実施することで、学校現場の業務負

担軽減のほか、保護者の皆様にとっては、33の金

融機関からの口座振替の選択が可能となり、給食

費の払込み方法が多様化するとのご答弁でした。 

 また、令和６年度以降、インターネットによる

口座振替登録、コンビニ収納やスマホ決済などを

導入し、さらなる保護者の利便性の向上を検討し

ながら目指していきたいとのことでした。 

 そこで、質問ですが、公会計化開始後に実施し

た利便性向上の取組の具体について伺います。 

●池田学校支援担当部長  公会計後の学校給食

費の利便性向上の取組についてでございますが、

まず、インターネットによる口座振替登録につき

ましては、令和６年２月に導入いたしまして、令

和６年４月から入学する小学１年生の保護者が新

たに口座振替を登録する際に主に利用したところ

でございます。 

 これまでの金融機関の窓口での登録手続に加え

まして、インターネットによる登録手続を導入い

たしました結果、令和６年２月と３月に登録を行

いました保護者のうち、約６割の7,000人がイン

ターネットによる登録手続を利用いたしておりま

す。 

 また、口座振替登録の手続を行っていない保護

者や残高不足により口座振替ができなかった保護

者には納付書による支払いをお願いしているとこ

ろでございますが、令和６年度第１期からコンビ

ニ収納やスマホ決済の利用が可能となったところ

でございます。 

 これらの納付書による支払いを行いました保護

者のうち、約７割の4,000人がコンビニ収納やス

マホ決済を利用いたしまして、時間を気にせずい

つでも納付することが可能となったものでござい

ます。 

●うるしはら直子委員  インターネットの利用

者が約7,000人で６割を超えたということで、ま

た、大きく分けたら口座振替と納付書があるとい

うことですけれども、働く世代のお母さん方、共

働きのお母さん方には大変利便性のある制度に向

上されているというところは確認させていただき

ました。 

 一方で、学校給食費の公会計化については、さ

きに移行した他の政令市の例からも導入後に給食

費の未納率が上昇する傾向にあることも聞いてお

ります。 

 そこで、公会計化を導入して初年度の今決算の

状況を踏まえて確認したいと思いますが、令和４

年度までは各学校で行っておりました会計処理が

令和５年度からは保護者等の給食費は本市の歳入

において計上されています。 

 そこで、給食費の納入に関して、未納率は何％

で、前年度と比較してどうだったかを伺います。 

●池田学校支援担当部長  給食費の未納率につ

いてのご質問でございましたが、今年度の未納率

は1.02％で、前年度の0.35％から上昇しておりま

す。 

 また、未納額でございますけれども、今年度は

約7,300万円となっておりまして、前年度の約

2,500万円から4,800万円の増額となっておりま

す。 

●うるしはら直子委員  他の政令市と同様に上

昇したということで、今年度に関しては4,800万

円の増ということでした。 

 これまでのような私会計の場合の未納率の上昇

は各学校での食材購入費の減少につながりまし

て、献立の変更をしなければいけないですとか、

栄養価を変えたり１品減らすといった学校もあっ

たというような大きな影響が発生し、それにより

給食の内容に各校で差が生じるといったこともあ

りました。 

 この公会計化によって、食材購入費は給食費の

徴収に影響を受けないことから、全市の学校にお
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いて、この未納率によらず、安定した給食提供が

可能になったことも公会計化のメリットの一つで

あることは承知しております。 

 しかしながら、未納率の上昇は、給食費の保護

者負担の公平性が損なわれることから、早急な対

策が必要と考えます。 

 これまで、私会計においては、未納の連絡や徴

収に関しては、管理職であったり、徴収金業務に

関わる教職員などの電話連絡や、給食費を未納し

ている保護者が懇談会などで来校した機会などを

活用するなど、学校側の働きかけが随時あり、徴

収に一定の効果があったと聞いておりました。 

 これから学校給食費徴収の公平性を維持するた

めには、公会計においても教育委員会からの適切

な働きかけが必要だと思います。 

 そこで、質問ですが、今後の未納対策としてど

のような取組を予定しているのか、伺います。 

●池田学校支援担当部長  今後の未納対策につ

いてでございます。 

 学校給食費の未納者につきましては、札幌市債

権管理条例に基づきまして、教育委員会から督促

状や催告書の送付、電話による納付案内などを

行っておりまして、今後も適切な債権管理を行っ

ていきたいと考えております。 

 しかしながら、再三の督促状や催告書によって

納付をお願いしているにもかかわらず、納付に

至っていない方もいるところでございます。 

 今後につきましては、令和５年度中の給食費の

未納分、いわゆる過年度債権につきましては、今

年度から裁判所に対する支払い督促申立てといっ

た法的措置を実施しまして、新たな未納対策に取

り組んでまいりたいと考えております。 

●うるしはら直子委員  支払い督促ですとか法

的な措置も今後実施していくということでした。 

 公会計化は、学校における徴収業務、そこに関

わる全ての教職員の業務負担軽減などの観点で導

入されたところです。もしかすると、保護者と近

い立場の学校側が対応する場合のほうが保護者の

給食費納付の理解が得られるのかもしれませんけ

れども、導入した経緯に立ち返りまして、再び学

校側に業務負担が戻ることのないよう、適切に対

応するよう要望いたします。 

 そしてまた、未納については、前から我が会派

も求めておりますが、本来は、給食は無償化とい

うことがあれば、この徴収業務自体も発生しない

わけでございます。これまでのご答弁の中でも、

国の動きを察しつつということではあるし、国の

ほうでも今年６月に調査の結果を出しておりま

す。でも、それ以降、なかなか動きがない中で

す。 

 全部を単費でやるのは非常に厳しいことは十分

承知しておりますが、私の聞くところでは、本州

のほうなど、学校の給食が無償化されているとこ

ろから転勤されてきた親御さんが札幌に来ると、

どうして札幌は給食費を払わなければならないの

かという声がこの短い期間で聞こえるようになっ

てきております。全国的に教育の格差ということ

になって、これが札幌市ではみたいなことを言わ

れるような状況になっております。 

 町田副市長も頭を抱えておられますし、山根教

育長にとってもなかなか難しい課題だとは思うの

ですけれども、一部の導入ですとか次の手を考え

る時期なのかなと思っておりますので、そうした

ことも併せて考えていただくことを要望いたしま

して、私の質問を終わります。 

●丸山秀樹委員  私からは、青少年科学館につ

いて質問をさせていただきたいと思います。 

 新さっぽろ駅周辺エリアの再開発は、Ｇ街区と

言われる場所に、札幌看護医療専門学校と札幌学

院大学の新キャンパスが設置され、昨年12月に

は、Ｉ街区と言われる場所に大規模商業施設であ

るＢｉＶｉ新さっぽろがオープンするなど、まち

並みが大きく変わってきているように感じるとこ

ろであります。 

 こうした新さっぽろ駅周辺のまち並みの変化

は、地下鉄駅直結の青少年科学館にとっても、

様々な情報発信を行い、集客力をアップさせる絶

好のチャンスであると、これまでも何度も指摘を
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させていただいてきたところであります。 

 そうした中、今年４月には、１年半にわたる休

館期間を経て、ついに青少年科学館がリニューア

ルオープンをいたしました。 

 我が会派といたしましても、５月に会派全員で

リニューアルオープン後の状況を視察するなどし

て、多くの子どもたちや親子の方が、興味深く、

新しくなった展示物を体験、楽しまれている状況

を目の当たりにしてきたところであります。 

 そこで、まず最初の質問ですが、リニューアル

オープン後の青少年科学館の来館者数はどのよう

になっているのかをお伺いいたします。 

●井上生涯学習部長  リニューアル後の青少年

科学館の利用状況についてお答えいたします。 

 リニューアルオープンした今年４月から８月ま

でに来館された方は累計で約35万人となっており

まして、リニューアル直前の令和４年の同じ期間

の入場者が約16万人でございましたので、おおよ

そ2.2倍となっているところでございます。 

●丸山秀樹委員  リニューアルオープン後、８

月までに約35万人の来館者の方がいらっしゃり、

青少年科学館はもちろん、新さっぽろエリアのに

ぎわいに少なからず影響を与えたのではないかと

いうふうに考えます。 

 今回のリニューアルの効果が来館者数に表れて

いる中、今後も、子どもたちをはじめ、市内外か

ら継続的に青少年科学館に足を運んでもらうため

には、ハードの面だけではなく、ソフトの面の充

実も重要と考えます。 

 ソフトの充実には様々な視点がございますが、

魅力ある新たな展示やイベントを青少年科学館自

らが実施することはもとより、私自身、以前か

ら、より魅力的な取組を展開するに当たって、近

隣の大学や専門学校との連携は非常に大切である

と指摘をしてきたところであります。 

 そこで、質問ですが、近隣の大学や専門学校と

の連携について、どのような取組を行っているの

かをお伺いいたします。 

●井上生涯学習部長  大学や専門学校との連携

についてでございますが、青少年科学館が地域に

おける様々な学びの拠点としての役割を果たすた

めにも、近隣の大学等との連携は大変重要である

と考えているところでございます。 

 そのため、青少年科学館において、大学の学生

が子どもの体験学習の支援を行っているほか、医

療系専門学校の学生が子どもたちに医療機器を

使った体験会を実施するなど、様々な取組を今年

度から始めたところでございます。 

 今後も、このように大学や専門学校等と様々な

取組を図り、連携の輪を広げてまいりたいと考え

てございます。 

●丸山秀樹委員  リニューアルオープンからま

だ半年ほどしか経過しておりませんけれども、早

速、幾つかの取組が進んでいることを伺うことが

できました。 

 私は、これまでの議会で、青少年科学館と大学

や専門学校との連携協定を結んでいただくよう求

めてまいりましたが、令和３年度には教育委員会

は大学と専門学校と包括連携協定を結んでおり、

今後も、青少年科学館と大学、専門学校が連携

し、学生たちが青少年科学館の中で活動の場を広

げることで青少年科学館の魅力を一層高めていく

ことができると期待しているところであります。 

 具体的には、例えば、札幌看護医療専門学校と

青少年科学館の３階に大きな口と歯のオブジェが

あると思うのですけれども、こうした食べ物の旅

ですね。消化と吸収、排出、体の仕組みを学べる

という取組などとの連携や、また、Ｉ街区には予

防医療とか専門医療、地域医療の医療機関が大変

多く集積しています。こうしたところとも連携を

図っていただいて、健康な生活を支えるという側

面の取組も推進できるのではないかと思うところ

です。 

 さらに、これも以前にお話ししました札幌看護

医療専門学校の母体であります滋慶学園です。こ

こは宇宙の専門学校ですが、北海道ハイテクノロ

ジー専門学校ということで、道内初の宇宙とロ

ボット学科を持っております。 
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 こうしたところとも連携すると、２階の天文、

地球と科学のエリアが連携する中で、名誉館長で

もあります山崎直子さんとのコラボ企画に発展さ

せていくことができるのではないかと考えており

ます。 

 さらに言うと、札幌東商業高校ですね。ここに

はマーケティング部があるのですけども、既に近

隣のサンピアザ水族館と連携しておりまして、Ｓ

ＮＳも使いながら館の魅力を発信している実例も

持っているところであります。ぜひともこうした

連携の取組が一層推進されることをお願いしたい

と思うところです。 

 次に、若者にも繰り返し来館してもらうための

取組が非常に重要だと思います。 

 これまで、私は、科学館に何度か足を運んでお

りますけれども、利用者の中心はやはり小学生以

下の子どもが多く、大学生や専門学生の年代の若

者の来館者が少ないように感じているところで

す。 

 このため、私は、これまでの議会の質疑の中で

も、近隣への大学や専門学校の進出を契機とし

て、若者層の来館を促すために、気軽に来館して

もらえるような料金体系等も導入すべきと訴えて

まいりました。 

 そこで、質問ですが、若者に繰り返し来館して

もらうためにどのように取り組んでいくのかをお

伺いいたします。 

●井上生涯学習部長  若者に繰り返し来館して

もらう取組についてでございますが、委員がご指

摘のように、今回のリニューアルの機会を捉え、

来館者数の増加には、子どもはもとより、新たに

大学生等の若い世代にも来ていただいたり、リ

ピーターを増やすことは大変重要な課題だと認識

しております。 

 このため、今年度からの新たな試みとして、委

員からも幾つかご紹介していただきましたけれど

も、そのほかにも、「オトナサイエンス あの懐

かしい実験をもう一度」と題しまして、若者をは

じめとした大人向けの企画を実施しているほか、

マイナス30度の世界を体感できる低温プレイグラ

ウンドを設置するなど、幅広い年齢層にも興味を

持っていただけるような取組を行っているところ

でございます。 

 今後も、こうした魅力のある講座や展示の充実

に取り組むとともに、近隣の大学生、専門学生、

さらには高校生を中心とした若者にも繰り返し来

館していただけるよう、学生割引制度等の導入も

含めまして、様々な集客の方策について引き続き

検討してまいります。 

●丸山秀樹委員  学生割引制度につきまして

は、さきの予算特別委員会で竹内委員も取り上げ

させていただいたところでございます。ぜひ導入

していただきたい制度であり、重ねて強く求めさ

せていただきたいというふうに思います。 

 このたびの議会では、さきのまちづくり政策局

の質疑の中で、教育委員会との連携により、小学

生を主な対象者とした燃料電池の実験などの企画

展が青少年科学館で実施されると伺っているとこ

ろであります。 

 持続可能な社会の実現を目指した札幌市の取組

を多くの子どもたちに知っていただくことは、貴

重な機会になるものと考えます。 

 さらに、私は、ＩＴやＡＩ技術の研究開発に取

り組む近隣のテクノパークとの連携事業にも期待

を寄せております。 

 どうか、札幌市の中で現在進められている様々

な化学に関する知見を青少年科学館の魅力に反映

させ、小学生のみならず、進路を考える大学生や

専門学生など、若者の興味や関心につながるよう

な産官学連携の魅力的な取組を検討していただく

ことを求めて、私の質問を終わります。 

●三神英彦委員  私は、（仮称）藻岩高等学

校・啓北商業高等学校再編新設校の整備について

伺います。 

 藻岩高校は小須田委員の母校です。 

 しばらくなかった札幌市立高校の再編の話です

が、教育委員会では、令和９年度の開校に向け

て、校舎等整備関係のハードの部分と教育内容の
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ソフトの部分の検討を進めていただいているとい

うことです。 

 早速、最初の質問ですけれども、（仮称）藻岩

高等学校・啓北商業高等学校再編新設校の整備の

進捗状況について伺います。 

●池田学校支援担当部長  再編新設校の現在の

進捗状況についてでございました。 

 再編新設校の整備につきましては、令和５年度

に建物の配置などを定める基本設計に着手いたし

まして、今年度は、具体的な整備の内容の実施設

計を進めているところでございます。 

 この後、来年度には、藻岩高校の既存校舎につ

きまして一部の解体工事に着手するという予定に

なってございます。 

●三神英彦委員  そんな中で、啓北商業高等学

校の側のアーチェリー部のアーチェリー場が石山

の啓北の側にあります。そこは、部員が増えたり

減ったりはしている一方で、過去の歴史があった

り、全国に行ったりというところで、やはり啓北

ＯＢからしてみるとそこは貴重であると、できれ

ば、藻岩高校のほうに移設することができないか

という話が来ています。 

 今年２月の基本設計案というものを公表した際

も、アーチェリー部の関係者だったり、ＯＢ、Ｏ

Ｇからも声が上がっているという話なのです。 

 実際にどうなのか、今のスケジュールを聞いた

ところで、どこからどこまでができるのかという

ことで、あり得るのは、アーチェリー部の人たち

には申し訳ないですけれども、当分は啓北の敷地

にアーチェリー場を残すので、移動のことを考え

ながら使ってくださいということになるのが現実

的かと思います。 

 今年の８月には、アーチェリー協会等の団体か

らも教育長に対しての要望書が届いていたという

事実があります。 

 質問ですけれども、アーチェリー関係団体から

の要望書はどのようなものだったのか、それか

ら、今後どう対応していくのかを伺います。 

●池田学校支援担当部長  アーチェリー関係団

体からの要望書の内容と今後の対応についてでご

ざいますが、要望書では、再編新設校における

アーチェリー部の設置と現在の啓北商業高等学校

に設置されているアーチェリー場の継続利用を含

めたアーチェリー場の整備について検討を求める

旨の要望となっております。 

 今後につきましては、再編新設校の開校に向け

た準備が始まりますので、この中で、部活動の内

容も含めまして検討を進めていくこととしており

ます。 

●三神英彦委員  今回の質問に限らず、教育委

員会の皆さんに対しては、時折、窮屈そうな印象

を持つことがあります。当然、ほかの部局に比べ

て取り扱う内容がすごくシリアスだったり、個人

情報とかプライバシーの問題についてほか部局よ

りも慎重にならざるを得ないということがあるの

かもしれないのですけれども、実際に今回、アー

チェリー場のという話になったときに、啓北の石

山側に残すという話だけではなくて、最初に可能

性として潰すということを普通の民間企業ではや

るわけではないですか。例えば、近くだったら、

藻岩イオンだったりアパホテルだったりが土地を

貸してくれないのか、水道局の施設がどこかに行

かないかだったり、南区体育館が実際の耐用年数

を前倒して建て替えるときにいけないかとか、近

くに創価学会の施設があるのですけれども、それ

を借りられたりしないのかとか、いろいろな話が

あります。さらに、国道の向かいに行けば、国の

土地があったり、真駒内公園は道庁所管なので、

道庁から土地を一部買ってアーチェリー場をつく

れないかとか、多分、可能性があると思うので

す。 

 だけど、残念ながら、教育委員会の皆さんはつ

らそうではないですか。そうなると、私からのお

願いは、皆さん一人一人、本当に打合せのとき

だったり、場合によってはお酒を飲む機会だった

りというところで、札幌の児童生徒のことをよか

れと思ってくださっているのに、教育委員会とい

う枠になると、いきなりがちがちな答えになるこ
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とがあるということに対して、札幌市役所の中に

はいろいろな部局があります。さっき言った可能

性を考えるのは、むしろ、まち政だったり、経済

観光だったり、スポーツ局だったり、そっちのほ

うが得意なのかもしれないではないですか。 

 私が皆さんに今回要望するのはちょっと越権か

もしれないですけれども、皆さんが今までのキャ

リアの中で、ほかの部局だとかほかの学校だとか

に話しやすい、相談に乗ってもらいやすい、同期

や先輩や後輩だとかがいると思うのです。そう

いったところに、ちゃんとプライバシーに気をつ

けながら相談する相手をもっと増やしていただけ

たらという要望をして、終わります。 

●ふじわら広昭委員  私は、２項目質問いたし

ます。 

 １項目めは幼児教育の推進について、２項目め

は教員の採用についてです。 

 初めは、１項目めの幼児教育の推進についてで

す。 

 最初の質問は、市立幼稚園の今後の在り方に関

する方針の評価についてです。 

 私は、これまで、札幌市の幼児教育における市

立幼稚園の果たす役割の重要性について、予算特

別委員会及び決算特別委員会で取り上げてまいり

ました。 

 札幌市教育委員会は、全国に先駆けて、2008年

に札幌市幼児教育センターを設置し、市立幼稚園

と一体となって幼児教育を推進する仕組みを構築

してまいりました。 

 市立幼稚園は、国が示す適切な幼児教育の在り

方などについて、実践を通して、私立幼稚園、認

定こども園、保育所など、幼児教育施設に示し、

教育、保育のモデルや支えとなっております。 

 このことについて、私は高く評価をしたいと思

います。 

 札幌市においては、公立、私立にかかわらず、

市内の幼児教育施設全てが質の高い幼児教育を提

供し、子どもたちが健やかに育つことができる環

境づくりを進めるため、2020年５月に、市立幼稚

園の今後の在り方に関する方針を策定しておりま

す。 

 この方針は、今日的課題に対応した市立幼稚園

の実践研究や研修により幼児教育の質の向上を図

る取組、特別支援教育の充実、幼保小連携の推

進、家庭教育支援の充実から成る五つの施策によ

り構成されています。 

 現在、10年の取組の５年が経過しており、私

は、このような長期にわたる方針については、中

間地点でこれまでの評価を行うことが必要ではな

いかと思います。 

 そこで、質問ですが、市立幼稚園の在り方方針

策定からの５年間をどのように評価していくのか

について、まず伺いたいと思います。 

●菅野教職員担当部長  市立幼稚園の今後の在

り方に関する方針の評価についてでございます

が、幼児教育の推進につきましては、札幌市教育

振興基本計画の評価として、学識経験者からご意

見をいただくとともに、本市の施策に基づく取組

につきましては、幼児教育関係者等に毎年協議い

ただくなど、適切に進捗管理をしてきたところで

ございます。 

 今年度の協議会におきましては、市内幼児教育

施設や保護者等への施策の取組に関する調査結果

を踏まえ、５年間の成果と課題を評価するととも

に、方針に基づいた今後の推進について協議をす

る予定でございます。 

 幼児教育センターと市立幼稚園が一体となって

推進する取組につきましては、これまで高い評価

を受けており、今後も方針に基づく施策の振り返

りを行いながら着実に進めてまいります。 

●ふじわら広昭委員  市立幼稚園の在り方方針

の評価について答弁がありました。 

 次の質問は、次年度からの幼児の教育相談・支

援体制についてです。 

 私は、かねてから札幌市の幼児の教育相談や支

援体制について、幼児教育センターや市立幼稚園

が家庭や私立幼稚園などとしっかり連携し、子ど

もの健やかな成長につなげる全国的にも例を見な
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い先進的な仕組みであるものと捉え、一層の充実

を求めてきました。 

 先ほども述べました2020年５月の方針には幼児

の教育相談体制を強化するという取組が位置づけ

られ、幼児の教育相談や支援業務を担当する幼児

教育支援員が増員されてきました。 

 私は、2021年第３回定例市議会の決算特別委員

会において、幼児教育支援員について質問をしま

した。 

 答弁では、幼児教育の専門性を持ち、幼保小連

携などの幼児教育の振興を図る役割を持っている

ことに加え、特別支援教育や小学校教育などの知

見も併せ持つ人材であり、重要な役割を担ってい

るとのことでありました。 

 しかし、市立幼稚園は、今年度末で、東区、南

区、厚別区、手稲区で各１園、計４園が閉園し、

９園から５園へと再編されます。 

 新年度からは、幼児教育相談や支援の拠点とな

る市立幼稚園が半分になります。札幌市の先進的

な取組の一つとも言える困りを抱える幼児とその

保護者や私立幼稚園などの教職員に対する支援が

５園のみとなった市立幼稚園について、これまで

どおりしっかり行われるのか、非常に危惧をして

いるところであります。 

 札幌市立幼稚園の児童の推移、あるいは支援を

必要とする児童の状況について、2022年度は全児

童数458名に対して支援を要する児童数は150名

で、割合は32.8％、この間、閉園するためにそれ

ぞれ受入れを削減してきているわけでありますけ

れども、今年度、2024年度は、全園の児童数は

291名ということで、この間、定員の50％程度で

推移をしているわけでありますけれども、今年度

の291名という全園の児童数に対して、何らかの

支援を必要とする支援児童数は119名で、約

40.9％を占めているわけであります。 

 こうした状況の中で、現在の市立幼稚園の教員

数は87名でありますけれども、正規職員は65名、

期限つき職員が17名、会計年度職員が５名となっ

ております。 

 特に、正規職員で見てみますと、20代が６人、

30代が３人、40代が13人、50代が36人、60代が７

人となっております。 

 一方、幼児教育支援員の年齢構成については、

正規職員全体で10名、内訳としましては、40代が

２人、50代が５人、60代が３人、そして、会計年

度職員として５名で、50代が１人、60代が４人と

なっておりまして、かなり高年齢の方が役割を

担っているわけでありまして、ある程度の経験を

積まなければ支援員になることができないという

状況もあることは理解できます。 

 しかし、これからこの支援を担っていく方のう

ち、20代、30代の方は誰もいないわけです。要請

は各園でしていると思うわけですけれども、今

後、何らかの支援を必要とする児童数も、園児数

も増えていく可能性はあると思うわけでありま

す。 

 そこで、今後、教育相談や支援という重要な役

割を担う幼児教育支援員は、市立幼稚園教諭の中

から育成してきておりますけれども、５園となる

ことで、育成に向けた対象となる市立幼稚園教諭

も大きく減るものと思われます。そのような状況

において、今後とも幼児教育支援員をしっかりと

育成することができるのか、心配をしているとこ

ろであります。 

 そこで、質問ですが、新年度からの幼児の教育

相談・支援体制について伺いたいと思います。 

●菅野教職員担当部長  新年度からの幼児の教

育相談・支援体制についてでございますが、来年

度以降の体制を見据え、市立幼稚園が閉園する４

区におきましては、東光小、真駒内公園小、ひば

りが丘小、富岡小の各小学校の校舎内に相談場所

を既に設置し、市内10区全てにおいて相談や支援

を受けられる体制を構築してきたところでござい

ます。 

 相談や支援に当たる幼児教育支援員には、高度

な専門性が必要であることから、全市立幼稚園教

諭に支援員実務の体験、補助をはじめとする研修

を毎年実施して、支援員の技能習得に向けた育成
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を進めるとともに、現在活動している支援員に対

しても専門研修を実施し、資質向上に努めており

ます。 

 今後とも、子育て家庭に寄り添った相談及び札

幌市の幼児教育施設の支援を継続できるよう、人

材育成も含めて取り組んでまいります。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、次の

質問に移りたいと思います。 

 私は、幼児教育にしっかりと取り組むことは、

小・中学校における子どもの健やかな育ちにつな

がり、さらに、自立した社会人の育成に向けた基

盤となるものと捉えております。 

 札幌市においては、これまで、他の地域に先駆

けて共生社会の実現に向けて重要な役割を持つ先

進的な仕組みをつくり上げてきたことを高く評価

したいと思います。 

 今後も、これまで充実してきた札幌市の幼児教

育を後退させることのないよう幼児教育支援員の

安定的な育成、配置も含めて、幼児教育関係者や

有識者の声を聞きながら、幼児教育センターと市

立幼稚園が基点となり幼児教育を推進できるよ

う、2025年度からの体制を具体的に示していくこ

とを強く求めておきたいと思います。 

 次は、２項目めの教員の採用についてです。 

 最初の質問は、前倒し選考と今年度の教員採用

選考検査の実施状況についてです。 

 私は、教員採用検査の志願倍率が低下する中、

専門性の高い教員を確保するためには、教員採用

検査の受検者を増やす取組が重要であることを議

会で取り上げてまいりました。 

 昨年の決算特別委員会において、札幌市におけ

る教員採用検査受検者増加に向けた取組として、

大学３年生などを対象に、2025年度教員採用検査

の一部前倒しを行うとの答弁がありました。 

 前倒し選考の合格者は、次年度に行う検査内容

の一部が免除され、面接準備などに専念すること

ができるとのことで、検査の分散実施による受検

者の負担軽減を目的に実施したものと認識をして

おります。 

 今年の９月末には、今年度の教員採用検査の最

終合格者の発表があったと思います。 

 そこで、質問ですが、昨年度の前倒し選考と今

年度の教員採用検査の実施状況に関する受け止め

について、まず伺いたいと思います。 

●菅野教職員担当部長  昨年度の前倒し選考と

今年度の教員採用検査の実施状況とその受け止め

についてでございますが、昨年12月に大学３年生

等を対象に教養検査を行う前倒し選考を実施し、

396名の受検者のうち、337名を合格としたところ

でございます。 

 前倒し選考合格者のうち、311名が今年度の教

員採用検査を受検し、135名が最終合格につな

がったところでございます。 

 また、今年度実施しました教員採用検査におい

ては、受検者総数1,222名のうち、最終合格者は

370名でございました。 

 受検者総数は例年より微減している中でも、学

生の受検者数が増えていることや前倒し選考合格

者の９割以上が教員採用検査を受検していること

から、教員志願者の増加に一定の効果があったと

受け止めております。 

●ふじわら広昭委員  前倒し選考の実施が今年

度実施の教員採用検査における学生をはじめとす

る教員志願者の増加に寄与したとのことでありま

した。 

 次の質問は、教員の成り手確保に向けた取組に

ついてです。 

 さらに受検者を確保していくためには、教員採

用検査受検制度における工夫に加え、教員の成り

手確保に向けた取組も重要と思います。 

 そこで、質問ですが、教員の成り手確保に向け

てどのような取組を行うのか、伺います。 

●菅野教職員担当部長  教員の成り手確保に向

けた取組についてでございますが、教員は、子ど

もの成長に関わり、やりがいのある職業ですが、

長時間勤務などのイメージが先行し、不安を抱く

人も多いと考えるところでございます。 

 そのため、本年11月に教員採用パンフレットや
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ホームページをリニューアルし、先輩教員のイン

タビューを交えながら、勤務条件などを分かりや

すく説明することで、教員として働くことの魅力

発信を行います。 

 加えて、教員の魅力を伝える高校生向けの教員

養成セミナーにつきまして、今年度から、北海道

教育委員会の協力を得て、札幌市内の道立高等学

校にも周知を依頼し、対象者を拡充したところで

ございます。 

●ふじわら広昭委員  教員の成り手確保に向け

て、教員採用の広報ですとか出前授業などを道立

高校にも拡大していくという答弁がありました。 

 次の質問は、今後の教員採用検査についてで

す。 

 受検倍率について、今年度、札幌市において

は、昨年度と同程度を維持しているものの、他の

自治体においては、倍率が低下しているところも

見受けられるわけであります。 

 先ほどの答弁でも、勤務形態などをパンフレッ

トやホームページで分かりやすく公表していくと

いうことでありますけれども、札幌市の昨年度の

小・中・高等学校における時間外在校等時間、い

わゆる残業時間100時間以上の教員は年間で延べ

1,053人という状況であります。やはり、こうし

たこともしっかりと明らかにしていかなければい

けないと思います。 

 以前、総務局からは、市の行政職の採用の際に

も、大学にいる後輩が市役所に勤めている先輩に

市役所の状況をいろいろ尋ねてきた際に、ごく一

部ではあると思いますけれども、札幌市役所には

あまり来ないほうがいいですよという趣旨のやり

取りがされたということも議会の中で報告されて

いるわけであります。教員の中ではどうなってい

るのか、私は分かりませんけれども、こうしたこ

とにならないようにしていかなければならないの

ではないかと思うわけであります。 

 今後、札幌市においても、志願者の減少により

倍率が低下することは十分懸念されるところであ

りますが、優秀な人材を確保し続けていくために

は、引き続き一定程度の受検倍率を維持する必要

があります。 

 また、文部科学省は、引き続き教員採用検査の

早期化や複数回実施などを呼びかけており、各自

治体で例年にはない新たな取組が行われるなどの

動きが増えていくものと思います。 

 各自治体における検査制度が多様化、複雑化す

ることで、受検者にとっては、心理的負担が生

じ、不安に感じることで受検を敬遠してしまう人

も出てくるのではないかと危惧しております。 

 そこで、質問ですが、今後の教員採用検査の実

施に向けた検討状況について伺います。 

●菅野教職員担当部長  今後の教員採用検査の

実施に向けた検討状況についてでございますが、

受検者の心理的な負担を考慮し、国や他自治体の

動向を注視した上で、例年と比べて３か月ほど早

く次年度の検査日程を公表したところでございま

す。 

 また、教員志願者の増加に一定の効果があった

前倒し選考は、今年度も継続して12月15日に実施

する予定であり、昨年に比べて１か月程度早く実

施要領を公表したところでございます。 

 今後も、教員志願者の増加や専門性の高い教員

の確保に向けて、教員採用検査制度の見直し等、

様々な工夫、改善に加え、受検者に配慮した分か

りやすい情報発信に努めてまいります。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質問

を終わります。 

 答弁にもありました試験の前倒しなど、大学３

年生を対象とした選考など、今後も創意工夫を

し、専門性の高い教員確保と子どもに関わるゆと

りのある勤務時間確保に向け、文部科学省に対し

て学習指導要領の改定を求めていくことを強く求

めて、質問を終わります。 

●五十嵐徳美委員  私からは、東苗穂小学校、

伏古小学校の規模適正化の取組について質問をさ

せていただきます。 

 本市教育委員会が平成30年４月に改定した札幌

市立小中学校の学校規模の適正化に関する基本方
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針に基づいて、現在、市内６地域において、地域

の方や保護者の代表の方などによって組織された

学校配置検討委員会が設置され、議論が進められ

ていると伺っております。 

 先般、その中の一つであります、私の住んでい

る地域であります伏古本町・札苗地区学校配置検

討委員会において、東苗穂小学校、伏古小学校を

伏古小学校敷地において再編し、建て替えに併せ

て近接する児童会館を複合化するという札幌市教

育委員会の取組案について合意がなされ、その旨

を記載した意見書が、教育長、さらには市長に対

して提出されたところでありました。 

 この取組の中で、特に、東苗穂小学校がなくな

るということ、私の子どももこの学校に通ってお

り、その関係でＰＴＡの役員もさせていただいた

という縁もあるものですから、その在校生、卒業

生、さらには私も含めて、保護者の方、さらに学

校を見守ってきた地域の方にとっては大変残念な

決定であり、寂しいところであります。 

 私もそういった思いでこの成り行きを見ておっ

たところでありますが、検討委員会において合意

に至る中では、委員はもとより、多くの方々から

様々な意見が出されたものと推察いたします。 

 そこで、お伺いしますが、伏古本町・札苗地区

学校配置検討委員会において、検討委員並びに地

域の方々から出された様々な意見はどのようなも

のがあり、そして、そのことが意見書にどのよう

に反映されたか、お伺いいたします。 

●池田学校支援担当部長  東苗穂小学校、伏古

小学校の適正規模化に関しまして、検討委員から

の主な意見と意見書への反映についてということ

でございますが、委員の皆様からは、両校それぞ

れの特色や魅力があり、学校がなくなることは寂

しいなどのご意見もいただきましたが、子どもた

ちが少しでも多くの人と触れ合える環境が望まし

いという考えの下、両校の再編につき合意をいた

だいたところでございます。 

 この取組案の実現に向けての意見といたしまし

ては、児童の通学安全に関する意見が多く寄せら

れ、学校、保護者、地域の一層の連携促進、札幌

市及び市教委の協力と配慮が意見書でも求められ

ております。 

 また、学校が吸収されるという印象を与えない

よう配慮してほしいとのご意見がございまして、

新しい学校づくりの観点から、学校名も検討する

こととされましたほか、意見書全体において、統

合という言葉に替えまして再編という言葉が用い

られております。 

●五十嵐徳美委員  私の手元にもその意見書が

ございまして、大きな項目として４項目、タイト

ルは、東苗穂小学校と伏古小学校を中心とした学

校施設、地域コミュニティ施設の再構築に関する

意見書ということでまとめられておりました。 

 教育委員会は、この意見書の趣旨をしっかりと

受け止めて、最大限尊重して、関係する市長部局

とともに速やかに取り組んでいただくことが重要

であるというふうに考えております。 

 そこで、質問いたしますが、この意見書を踏ま

えて、東苗穂小学校、伏古小学校の再編を進め、

子どもたちの教育環境を整えるためにどのように

対応していくのか、そして、現時点で想定される

複合化される新校舎の建設スケジュールについて

もお伺いをいたします。 

●池田学校支援担当部長  子どもたちの教育環

境を整えていくための対応と施設建設のスケ

ジュールについてでございますが、教育環境を整

えていく上では、ハード・ソフト両面の準備が必

要であると認識しております。 

 まず、ハード面では、一年でも早く実施すべき

という意見書の趣旨も踏まえまして、児童会館の

複合化を含めた新しい学校の建築工事の設計など

に着手してまいりたいと考えております。 

 また、ソフト面におきましては、通学安全の検

討をしっかりと行いますほか、両校の歴史を大切

にしながら、開校の前に交流を深める機会を創出

するとともに、未来志向の新しい学校づくりの観

点に配慮した学校名や教育内容などの検討を進め

てまいります。 
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 また、スケジュールでございますけれども、新

しい校舎建設までには、通常、基本設計及び実施

設計を合わせておおむね３年、それから、その後

に工事で３年ほどを要する見込みでございます。 

●五十嵐徳美委員  冒頭にも話しましたが、現

在、六つの地域において、同じような時期、昨年

の２月から３月にかけて同様の検討委員会が設置

され、１年半余り議論が続いているというふうに

ある中で、伏古本町・札苗地区がほかに先立って

合意されて意見書が提出されたものと伺っており

ます。 

 それは、そこに参加する地域の方や委員の方々

が様々な思いを持ちながら意見交換されてきた中

にあっても、現状を鑑みて、子どもたちの最適な

学ぶ環境を早期に実現させてほしい、そういった

思いが、時の岩谷代表委員を中心とした各委員の

皆さんの熱心な議論の結果と敬意を表する次第で

あります。 

 速やかに子どもたちの教育環境を整えていただ

く一方で、改めて、私が先ほど述べた地域の小学

校、東苗穂小学校がなくなるということが現実で

あります。 

 そんな意味で、先ほどは再編という言葉で柔ら

かく言っておりますが、統廃合と変わりはないこ

とは事実でありますので、言葉ではなく、地域の

方々の思いをしっかり受け止めて今後取り組んで

いく必要があるというふうに考えています。 

 そこで、その後の施設の活用について伺います

が、新しい学校を開校するということは、今言っ

たように東苗穂小学校の役割は終えるということ

であります。この学校は、当時、伏古地区の区画

整理事業によって、先ほど太田委員がおっしゃっ

ておりました東雁来地域のマンモス校ができた、

そんな背景と似た傾向があります。伏古小学校が

昭和50年代前半にできた後に、児童数がどんどん

増えて、昭和60年に東苗穂小学校が開校した経緯

がございます。 

 そういった中にあって、まだ40年、さらに先ほ

ど部長がおっしゃった設計、施工を考えると６年

程度というふうになりますと、まだ建築四十六、

七年となっても、ＲＣ構造の建物は補修、改修を

続ければ使えると、そういった建物でもあろうか

と判断します。 

 一方、東苗穂小学校のグラウンド、さらには隣

の東苗穂公園もそうですが、５６水害等の大雨に

よって大きな水害を受けた地域にもなるのです

が、伏籠川の洪水対策の貯留浸透施設がこのグラ

ウンドにもつくられているということでありま

す。 

 そういった洪水対策の機能を持ったグラウンド

であったり、地域にとっては避難所という大きな

大きな役割を持った施設でありますので、その後

利用というのは地域にとって大変重要な課題に

なってまいります。 

 実は、この地域には集会所、町内会館が１か所

あるのですが、かなり老朽化しておりますから、

併せて閉館する児童会館も含めて後利用は大きな

関心事になります。 

 そこで、今お話をした小学校の施設と併せて、

閉館する伏古児童会館、東苗穂児童会館の後活用

を含めて、今後の進め方についてお伺いいたしま

す。 

●長谷川まちづくり政策局都市計画部長  学校

施設の跡地活用についてお答えいたします。 

 教育委員会が中心となり協議を進めてきた学校

配置検討委員会では、閉校する東苗穂小学校の後

活用について、高齢者や子どもを中心に人々が集

える場所や避難場所の確保といった視点が重要と

いう意見をいただいております。 

 今後につきましては、東苗穂小学校の閉校時期

が見通せた段階で、併せまして閉館となる伏古児

童会館及び東苗穂児童会館も含め、将来的な公共

利用の有無を確認し、公共利用が見込まれない場

合には売却を前提とした検討を進めていく考えで

あります。 

 また、この地域の洪水等による水害への対策に

つきましては、被害を防止、軽減する観点から、

下水道河川局にて検討を進めているところであり



 

- 306 - 

ます。 

 とりわけ、小学校につきましては、緊急時の避

難場所や体育館の開放など、地域に開かれた施設

の側面もあることから、地域の理解を得ながら後

活用の取組を進めていくことが重要と考えており

ます。 

 売却する際には、地域と対話を重ねながら売却

条件を設定することにより、地域の意見を踏まえ

た民間事業者による後活用が図れるよう検討を進

めてまいります。 

●五十嵐徳美委員  都市計画部長にお話しいた

だいたのは、小学校、中学校の統廃合、優しい言

い方をすると再編ですね。そうであっても、今言

うように、後利用であったり、または、そういっ

た施設整備は他部局にまたがっておりますから、

ぜひ、この問題は全市で横断的にきちんと連携を

取りながら対応していただくことを求めておきた

いと思います。 

 いろいろな地域にいろいろな学校があるのです

が、この地域は、先ほどから出てくるように、伏

古本町地区、札苗地区という二つの名称が出てき

ます。すなわち、二つの連合町内会が重なったエ

リアに東苗穂小学校ができているのです。伏古小

学校というのは、伏古本町連合町内会の中のエリ

アにある一つの小学校であります。連町の境目の

真ん中に小学校があるものですから、今回の検討

委員会においても、双方の役員さんが出て、ふだ

んなかなか接触がない中でも真剣に議論をして今

日に至ったという背景があります。 

 意見書の中に、新しい校名がいずれ出てくるだ

ろうと。伏古のほうの方にとっては伏古という名

前を残せ、東苗穂の方は東苗穂という名前を残

せ、そのようにそれぞれが主張します。ある議員

は、両方入れろという方もおります。そうする

と、伏古東苗穂小学校と言うのか、いや、俺が先

だ、東苗穂伏古小学校と言うのかという議論にも

なりかねないのですが、ある意味、再編成をする

ときに、前例においては、様々な学校が新しい校

名、特に、中央区の資生館小学校というのは新し

い時代をつくる名称になったという一つの事例か

と思うのですが、こういったことをしっかりと冷

静に。 

 僕は、日比野課長とやり取りをするときに、子

どもたちに聞けと。今いる子どもたちも卒業して

同窓になります。でも、これから入る小さい子も

含めて、子どもたちの意見を、先ほども子どもの

意見を聞けという話がありましたけれども、もち

ろん、歴史を知っている地域の方々の意見も大事

でありますが、子どもたちに自分たちの通う学校

についても関与させるということはとても大事な

要素ではないかと思っておりまして、改めて、こ

ういう一つの事案が、一つの部局ではなく、全市

横断的にしっかりと全員が我が事のように取り組

んでいただくことをお願いして、質問を終わりま

す。 

●成田祐樹委員  私からは、中学校における部

活動指導員の配置と今後の方向性についてお伺い

します。 

 札幌市内には、二つの分校を含めて98校の中学

校があり、義務教育学校と中等学校の前期課程を

入れると、ちょうど100校、人数にすると約４万

5,000人弱の中学生が勉強や部活動などに取り組

んでいると伺っていますが、令和５年度のデータ

だと、運動部の部員数は２万363人で約46％、文

化部では7,164人で約16％、合わせて全体の62％

以上もの生徒が部活動に励んでいると聞いており

ます。 

 部活動は、単にスポーツや文化活動を楽しむだ

けに限らず、友人との関係を深めたり、体力や規

律などを身につけていくことで、大人へと一歩ず

つ成長する場としても大変重要だと思っておりま

す。 

 しかしながら、昨今では、部活の指導に当たる

教員が年々少なくなってきているとの報道も多く

出ており、部活動の数そのものが以前より減って

きていると伺いました。 

 市内では、今年の春には50名近い部員が在籍し

ていながらも、顧問が他校への異動によって不在
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になったことにより、４月には保護者や生徒の間

で不安の声が出ていたということを耳にしたこと

もあります。 

 特に、これまで部活を続けていた２年生や３年

生にとってみると、中体連や中文連などの大会を

目標としていたものが、顧問不在による部活の休

止によって目標を見失ってしまうおそれがあるな

ど、部活動休止というのはその影響が大きいもの

と考えます。 

 現在、札幌市では、部活動指導員の配置などを

順次進めていると聞いておりますが、そのような

中で、顧問がいなくなった全ての部活に対して指

導員を配置できているのか、その実態が気になる

ところです。 

 ここで、お伺いしますが、去年から今年にかけ

た部活動指導員の配置について、現状はどのよう

になっているのか、まずは見解をお聞かせくださ

い。 

●喜多山児童生徒担当部長  昨年から今年にか

けた部活動指導員の配置状況についてでございま

す。 

 部活動指導員につきましては、配置を希望する

中学校における必要性等について教育委員会にお

いて確認した上で、専門的指導の充実及び教員の

負担軽減等の趣旨から配置しているところでござ

います。 

 令和５年度においては、68名を配置していたと

ころ、今年の令和６年度は、現在のところ、中学

校54校に合計80名を配置している状況です。 

 80名の内訳としましては、運動部に62名、文化

部に18名を配置しており、種目といたしまして

は、バレーボール、バスケットボール、ソフトテ

ニス等、比較的規模の大きな部活動に多く配置し

ているところでございます。 

●成田祐樹委員 今、お答えいただいて、顧問が

いなくなったところで、希望があった全ての部活

に対して指導員を配置できているのかというふう

にお伺いしたのですが、そこの答弁が抜けていま

す。委員長、確認していただけますか。 

●喜多山児童生徒担当部長  全ての部活動につ

きましては配置できていないという認識でござい

ます。 

●成田祐樹委員  私の調べたところ、全ての部

活動に配置できていなかったところがあったとい

うふうに聞いております。 

 今、お答えいただきましたけれども、部活動指

導員の希望があった学校に対して全て満たされて

いるわけではなかったと。希望どおりの配置がか

なわなかった学校には、教員が無理をして部活の

顧問を期間限定で受けているという話も聞いてお

りまして、部活をなくして生徒を失望させるまい

と頑張ろうとする教員の良心の呵責を利用するよ

うなやり方を、私は健全であるというふうに思っ

ていないです。 

 市教委が昨年７月に行った部活動の地域移行に

関するアンケート調査では、556名中166名の教員

が、その種目、競技等に従事したことも指導経験

も両方ない中で部活動を引き受けているという現

況もあり、また、部活動指導を引き受けている９

割の先生方が負担に感じているとの回答結果が出

ておりました。 

 その理由として考えられるのは、学校の小規模

化による１校当たりの教員数の減少や授業の準備

や複雑化している生徒指導への対応に追われてい

るということのほか、先生方自身の時間も割かれ

て現在進んできているワークライフバランスの流

れにもそぐわなくなってきているなど、様々な要

因が重なってきているという点も大きく考慮しな

ければならないと思います。 

 そのような状況を勘案すると、教員の負担軽減

からも、また、部活動に励みたいという生徒の希

望を考えても、部活動指導員については、しっか

りと人数を確保するとともに、増員を図っていく

必要があるかと思います。 

 しかし、その一方で、部活動指導員は原則１名

であることから、50名を超えるような人数であっ

てもたった１人で指導しなければならないこと

や、会計年度任用職員であるがゆえに１年ごとに
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担当する学校が替わってしまう可能性があるな

ど、継続性が担保されるのかも大変気になるとこ

ろです。 

 ここで、お伺いしますが、部活動指導員を増員

していく必要があると思うのですが、まずはそれ

をどのように考えているのか、また、大人数を指

導する負担や指導員の継続性についてもどのよう

に考えているのか、見解をお聞かせください。 

●喜多山児童生徒担当部長  部活動指導員増員

の必要性及び大人数を指導する負担や指導員の継

続性についてのご質問でございました。 

 部活動指導員につきましては、開始当初の令和

元年度に９名を配置して以降、学校のニーズ等を

踏まえながら、年々、増員をしているところでご

ざいます。 

 一方で、部活動の設置数や教員の専門性等の現

状からは十分な配置状況とは言えないため、部活

動の規模や学校ごとの課題等の様々な観点を踏ま

えながら、適切な配置ができるよう、今後も検討

を進めてまいります。 

 また、部活動指導員の配置につきましては、継

続性を重要な要素の一つとして考慮しながら、可

能な限り同一校へ配置しているところでございま

す。 

●成田祐樹委員  その継続性の話が聞けたこと

は大変よかったと思っております。 

 しかしながら、一方で、大人数の話が出てきた

ときに、どうしても一律で１校に１人という感じ

なので、50人を全員指導できるのか、また、大会

のときに部活動指導の先生の調子が悪くなるとい

うことになると、誰もその大会に引率できなく

なってしまって、大会そのものに出られないなん

てこともあり得るわけです。普通の部活だった

ら、副担当というか、フォローしてくれる先生が

いたりするのですけれども、任されてしまうと今

度は任されっ放しで、そういったフォローもでき

てないというところを私は非常に気にしておりま

す。 

 人数が少なくなって、やむを得ず部活が成り立

たなくなってしまうというところもあるかと思う

のですけれども、こういう希望者の多い部活につ

いては維持できるように、ぜひ、部活動指導員の

増員、または柔軟性、継続性についても十分に考

慮することを願いたいというふうに思っておりま

す。 

 さて、部活動指導員の増員について、私は、現

時点では強く要望しておりますが、この仕組みが

長く続くというふうに思っておりませんで、いず

れ課題が生じると考えております。 

 先ほども申し上げましたが、札幌市が今年の３

月27日に開催した令和５年度第２回部活動地域移

行及び地域スポーツ・文化芸術活動の機会確保に

向けた検討委員会の資料においては、令和５年度

は46校の68部活に68人の部活動指導員を配置、こ

の平均年齢が62歳、さらには、全体の４分の３が

60歳以上という少しいびつな状況で、外部指導員

の多くを定年退職者などに頼っている状況が想定

されるところです。 

 ４分の３が60歳以上なのですけれども、そのう

ちの半分ぐらいが70代というふうに出ているので

す。ということは、20代ぐらいの非常に若い指導

員の方もいるけれども、４分の３が60歳以上です

から、平均は62歳だけれども、中央値にすると65

歳とか66歳ぐらいの非常に偏った状況かなと思っ

ています。 

 あわせて、横浜市の指導員の年齢層が散らばっ

ているデータと比べてみると、非常に対照的な

データでした。指導の時間が平日の夕方２時間と

いうことで、日常的に仕事をしている人にとって

は難しい時間帯でもあり、報酬も時間当たり

1,500円程度と決して高くないことなどから、現

役世代の指導者の参画が難しく、現状では教員な

どの定年退職者で部活動指導経験者を多く採用し

ているのではないかと察しているところです。 

 確かに、この方法では、一時的に指導者を工面

できるかもしれませんが、長くは続かないと思い

ます。そもそも、現時点で部活動指導ができる現

役教員が年々減っているのであれば、それに比例



 

- 309 - 

して定年退職後に指導できる人が年々減っていく

ことは容易に予測できます。将来的に指導者が先

細りしてしまうことが予測され、長期的な視点で

見ると、続かなくなってしまうではないかと大き

く懸念をしているところです。 

 今は一時的に工面できても、この先の部活動指

導員の在り方を考えていかなければ、持続可能な

体制には結びつかないのではないかと思うので

す。 

 そういった点をもろもろ考えると、部活動の地

域移行をもう一歩踏み込んだ形にしていく必要が

あるのではないでしょうか。 

 そのためには、現時点で主流となっている部活

動指導員の短時間雇用にとどまらず、部活動指導

員が地域スポーツクラブを設立するような体制、

もしくは、既存のスポーツクラブにおいて、部活

動指導員を請け負っているところが空いている時

間の体育館などを利用して、部活動指導だけでは

なく、他のスポーツも指導できるような仕組みを

つくるべきではないでしょうか。 

 指定管理者制度などを利用して部活動指導と体

育館の施設管理などを任せ、収益の一部を学校に

還元するような他都市でも行われているスキーム

を検討していくことも考えたほうがよいのではな

いかと思います。 

 先ほども取り上げましたが、市教委が昨年７月

に行ったアンケート調査結果では、休日の学校部

活動が地域のスポーツ・芸術文化団体の活動に

移った場合、お子さんに参加してほしいかという

項目については、小・中学校共に97％近い保護者

が参加してほしい、もしくはどちらでもよいとい

う回答をしており、かなりの理解を得られている

と感じております。 

 また、これまでも、文科省は、地域との関係を

踏まえた学校施設の利用について見解を出してお

りますし、令和２年３月にスポーツ庁が発行した

学校体育施設の有効利用に関する手引きでは、一

例として、指定管理者制度等を取り入れ、地域ク

ラブ活動を実施する団体等に委託するなど、当該

団体の安定的、継続的な運営の促進などについて

書かれており、そのほかにも様々な事例が掲載さ

れているところです。 

 国が大きく部活の地域移行と学校施設の活用の

仕方という点に提言をしている現状を踏まえる

と、札幌市もこれらについて深く考えなければな

らない時期に来ているのではないでしょうか。 

 指定管理者制度を導入するためには、学校の利

用について条例改正をする必要もありますし、地

域スポーツクラブへ学校施設の管理も委託するの

であれば、現在、学校開放などを一律で管理して

いる札幌市スポーツ協会への委託を一度白紙に戻

すくらいのことを考えなければ前に進まないと思

います。 

 持続可能な部活動指導の体制をつくるためには

超えなければいけないハードルではないでしょう

か。 

 ここで、お伺いしますが、部活の地域移行に際

して、学校施設の利用の在り方について検討及び

調査をしていく必要があると思いますが、市教委

の見解をお聞かせください。 

●喜多山児童生徒担当部長  学校施設の利用の

在り方についてのご質問でございました。 

 国が示す部活動地域移行のガイドラインにおい

ては、部活動の受皿となり得る地域クラブ活動の

活動場所として、地域団体、民間事業者等が有す

る施設だけではなく、学校施設を活用することが

示されているところでございます。 

 一方で、学校施設につきましては、部活動での

利用のほか、市民の自主的なスポーツ・文化芸術

活動の促進を目的とした学校開放事業により、市

民からも幅広く活用されているところであり、地

域クラブ活動で活用するための新たな仕組みの導

入につきましては、多くの関係者の理解と協力の

下、検討が必要と認識しているところでございま

す。 

 今後は、部活動指導員のさらなる活用のほか、

学校施設活用の在り方も含め、学校部活動が生徒

にとって望ましい活動となるとともに、生徒の
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ニーズに応じた多様なスポーツ、文化芸術に親し

むことができる機会の確保に向けた検討を一体的

に進めてまいります。 

●成田祐樹委員  この問題も、今、お答えいた

だきましたけれども、本当に他部局にもわたるよ

うな案件だと思います。 

 先ほど、五十嵐委員がおっしゃっていましたけ

れども、この問題も全市横断的にぜひ取り組んで

いただきたいと思いますし、学校の利用に関して

は、動線のつくり方、どうやって分けるかとか、

かなりいろいろな課題があるということも重々承

知はしております。しかしながら、今のスポーツ

協会に横割りというか、全てを一律に管理させる

というやり方だと、学校ごとに使うということに

なかなかならないのではないかと思っているわけ

です。学校ごとに地域の団体にお任せするという

ことを考えていいと思いますし、それは、単に管

理を任せるというだけではなくて、防災の部分で

も結構影響してくると思います。 

 例えば、災害があったときに、体育館は誰が管

理していくのか、実際は学校の教員が災害があっ

たときにそういった体育館の避難所まで管理しな

ければならないということがありますけれども、

この体育館の運営を外部に任せておけば、いざ震

災などがあったときに、今度、そこではスポーツ

のクラブ活動ができなくなるわけです。代わりに

業務委託をして、災害時にはそちらの運営をお願

いしますということができたり、そういったこと

で有事の際の教員の負担軽減が可能だと思ってお

ります。 

 これらについては、いろいろな調査をしなけれ

ばならないと思いますし、もしやるとしたら条例

改正をしなければならないので、議会側への説

明、最終的には議会の議決が必要になると思いま

すので、ぜひ様々な調査をしていただいて、持続

可能な体制をつくっていただくことを求めまし

て、質問を終わりたいと思います。 

●米倉みな子委員  私からは、アイヌ民族につ

いて学び、理解を深めるための教育の推進につい

て伺います。 

 札幌市の総合計画である第２次札幌市まちづく

り戦略ビジョンでは、重要概念として、ユニバー

サル（共生）を掲げており、誰もが多様性を尊重

し、互いに手を携え、心豊かにつながることが重

要であるとされています。 

 教育委員会においては、人間尊重の教育を学校

教育の基盤に据え、多様性を尊重することを大切

にしており、子どもの権利や心のバリアフリーな

ど、様々な人権課題について理解を深める取組を

進めているとお聞きしています。 

 特に、アイヌ民族について学び、理解を深める

ための教育については、これまでも教職員向けの

アイヌ民族の歴史・文化等に関する指導資料を発

行し、子どもたちへの指導の参考として活用する

ことを促しているとのことであります。また、

2020年３月には、この資料を改訂し、第６集とし

て発行したと聞いています。 

 そこで、質問ですが、指導資料第６集が作成さ

れた経緯と学校での活用方法について伺います。 

●佐藤学校教育部長  指導資料第６集作成の経

緯と学校での活用方法についてお答えいたしま

す。 

 本指導資料は、学校におけるアイヌ民族に関す

る指導の充実に資するため、アイヌ民族の方々や

学識経験者などの協力を得て発行してきたもので

ございます。 

 令和元年にアイヌの人々の誇りが尊重される社

会を実現するための施策の推進に関する法律が施

行されましたことや、これまでの指導方法に関す

る研究成果も踏まえまして、個性や多様性を尊重

しながら共生する社会の実現に資する資料として

改訂しまして、令和２年に第６集を発行したとこ

ろでございます。 

 各学校においては、指導計画の作成や事業を行

う際に、本資料に掲載されている指導事例や体験

的な活動、関連施設の情報などを参考として活用

しているところでございます。 

●米倉みな子委員  本市において、指導資料を
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活用し、アイヌ民族について学び、理解を深める

ための教育の充実に努めていることが分かりまし

た。 

 2019年、初めてアイヌ民族を先住民族と明記し

た法律が整備されるとともに、2020年、白老町に

民族共生象徴空間ウポポイが開設され、様々に活

用されていると聞いています。学校教育において

も、アイヌ民族についての学習に関する情報を

アップデートしていくことが重要だと思います。 

 指導資料第６集においても、発行から４年が経

過しており、新たな情報を加えるなどして、教職

員が活用し、子どもたちにアイヌ民族の歴史や文

化を伝えていく上でさらに充実したものにしてい

くことが必要と考えます。 

 そこで、質問ですが、今後、指導資料をどのよ

うに充実させていくのか、伺います。 

●佐藤学校教育部長  指導資料の充実について

ということでございますが、指導資料について、

学習指導要領の改訂や教科書採択などの時期を捉

えて内容を見直し、充実することは必要であると

認識しております。 

 昨年度から今年度にかけまして、小・中学校の

教科用図書が採択替えとなったことから、第６集

の内容を補足するなど、よりよい資料の活用につ

いて検討していく予定でございます。 

 今後も引き続き、アイヌ民族の方々や学識経験

者などの協力を得ながら、必要に応じて資料の情

報を更新していくことで、アイヌ民族の歴史と文

化等に関する理解を深める指導の充実につなげて

まいります。 

●米倉みな子委員  私は、知り合いのアイヌ民

族の方から、生まれ育った地域によって文化など

が少しずつ違うとお聞きしています。指導資料の

内容の充実に向けては、多様なアイヌの人々にお

話を伺いながら検討していただければ、アイヌ民

族が歩んできた歴史と文化への理解がより深まる

資料となるのではないかと考えます。 

 教育委員会に対しては、アイヌ民族の歴史や文

化を子どもたちに分かりやすく伝えるとともに、

アイヌの人々の民族としての誇りが尊重され、日

本に暮らす全ての人が互いに人格と個性を、ま

た、人権を尊重し合いながら共生する社会の実現

につなげる教育を今後も進めていただくことを要

望して、私の質問を終わります。 

●村松叶啓委員長  以上で、第１項 教育委員

会費等の質疑を終了いたします。 

 以上をもちまして、議案第１号中関係分の質疑

を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、10月30日水曜日午後１時

から、討論及び採決を行いますので、定刻までに

ご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後５時７分 


